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第１編 総論 

 

第１章 目的及び位置付け等 

 

 第１節 県策定指針の目的 

千葉県市町村震災廃棄物処理計画策定指針（以下「県策定指針」という。）は、

本県において、大規模地震が発生した場合に生ずる震災廃棄物の処理体制を確立

するため、県内市町村の震災廃棄物処理計画の策定指針とモデル計画を示すこと

により、市町村震災廃棄物処理計画（以下「市町村処理計画」という。）の策定

を促進し、震災廃棄物の円滑かつ適正な処理の推進を図ることを目的とする。 

 なお、県策定指針は、地域防災計画や被害想定が見直された場合や、今後新た

に地震の被害が発生した場合など県策定指針の前提条件に変更があった場合は

適宜見直しするものとする。 

 

第２節 県策定指針の対象とする廃棄物及び業務 

１ 対象廃棄物 

県策定指針で対象とする廃棄物は、震災の発生により特に平常時と異なる対応が

必要と思われる次のものとする。 

① がれき：損壊建物の撤去等に伴って発生するコンクリートがら、廃木材等。   

② 粗大ごみ：震災により一時的に大量に発生した家具類、家電製品等。 

③ 生活ごみ：震災により発生した生活ごみ。 

④ 適正処理が困難な廃棄物：アスベスト、ＰＣＢ、プロパンガスボンベ、消火器

等適正処理が困難な廃棄物。 

⑤ し尿：避難収容施設等の仮設便所等からの汲み取りし尿。 

ただし、粗大ごみ、生活ごみ、し尿は、通常時と同様に排出される分についても、

震災廃棄物と併せて処理する必要があることから、併せて検討する。 

 

２ 対象業務 

 県策定指針で対象とする業務は、市町村が行う震災廃棄物の収集、処理及びそれ

に関する一連の業務とする。 

※ 震災廃棄物の処理は倒壊建物の所有者が自己処理責任に基づき自己負担におい

て行うことが原則であるが、阪神・淡路大震災においては被害が甚大であった

ため、個人住宅や中小企業の建築物の解体・撤去については、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律に基づく災害廃棄物処理事業として国庫補助を受けて市町

村が実施したところである。ただし、道路等の公共施設及び大企業の事業所等

の解体・撤去については当該国庫補助の対象とはされなかった。（道路等の公共
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施設については「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」の対象となり、施

設管理者が処理を行った。また、大企業の事業所等については、大企業が自ら

解体・撤去を行った。） 

 

第３節 県策定指針の位置付け 

県策定指針の厚生省防災業務計画、千葉県地域防災計画、市町村処理計画等と

の位置付けは、次のとおりである。 

 

県策定指針の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             震災発生後 

 

 

 

        千葉県計画範囲          市町村計画範囲 

 

 

第２章 処理体制における各主体の役割 

第１節 県の役割 

● 県策定指針を策定するとともに市町村処理計画策定に関する助言、震災廃棄物

 災害対策基本法・大規模地震対策特別措置法 

厚生省防災業務計画 

震災廃棄物対策指針 

千葉県地域防災

計画

市町村地域防災

計画

県策定指針 市町村震災廃棄物 
処理計画

県処理方針 

（市町村計画のとりまとめ）

実施計画 

（実測値に基づき作成） 
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処理に関する情報提供を行う。 

● 市町村が行う一般廃棄物処理施設の耐震化等に関し、必要な指導・助言その他

の支援を行う。 

● 県内市町村間における広域支援体制の整備に関し、必要な指導・助言その他の

支援を行う。 

● 被災市町村の実施計画をまとめ、処理事業の進行管理等を行うための震災廃棄

物に関する処理方針を作成する。また国の機関等への報告を行う。必要に応じ、

被災市町村の参加する協議会を設置し、情報収集・提供及び相互の協力体制づ

くりを図る。 

● 被災市町村の震災廃棄物に関する支援活動等について国、県内外自治体と調整

を行う。 

● 震災廃棄物の処理を推進する上で必要な廃棄物処理施設等に関する情報を整理

把握し、必要に応じて市町村に提供する。 

● 民間の廃棄物処理業者など関係団体と、震災廃棄物処理に関する調整を行う。 

● 震災廃棄物の処理及び一般廃棄物の処理施設の復旧・修理等に関する国庫補助

申請の取りまとめ等を行う。 

 

第２節  市町村の役割 

● 市町村処理計画を策定し、震災時における応急体制を確立する。 

● 一般廃棄物処理施設の耐震化及び補修等に必要な資機材の備蓄を行うとともに

収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制を整備する。 

● 仮設便所やその管理に必要な物品の備蓄を行うとともに、その調達を迅速かつ

円滑に行う体制を整備する。 

● 近隣の市町村及び廃棄物関係団体等と調整し、震災時の相互援助協力体制を整

備する。 

● 被災市町村は、震災廃棄物の発生量を的確に把握するとともに、処理・処分の

方法、処理の月別進行計画、最終処理完了の時期等を含めた実施計画を作成す

る。 

● 被災市町村にあっては震災廃棄物の処理、その他の市町村にあっては被災市町

村の震災廃棄物の処理に関する支援を行う。 

● 仮置場の設置（候補地の選考を含む）、維持、管理を行う。 

● 被災市町村は、震災廃棄物の収集・処理に必要な人員・車両等が不足する場合

には県内市町村又は県に対して支援の要請を行う。 

● ボランティアからの支援の申し出に対して支援内容等について調整を行う。 

● 住民等からの解体・撤去申請の受付を行うとともに、優先順位の調整を行う。 

● 住民、関係団体等に対する啓発を行う。 
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第３節 関係団体の役割 

廃棄物処理業者、建物解体業者の団体等の関係団体は、被災市町村の行う震災

廃棄物処理に協力する。 

 

第４節 事業者の役割 

● 市町村が処理を行わない震災廃棄物を事業者が自己処理責任において処理する。 

● 自己処理責任において震災廃棄物を処理する事業者は、適切な分別と再利用・

再資源化に努める。 

● 市町村が行う震災廃棄物の処理について、必要な協力を行う。 

 

第５節 住民の役割 

本策定方針及び市町村の震災廃棄物処理計画に従い、震災廃棄物の円滑な処理

に協力する 
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第２編 市町村震災廃棄物処理計画策定指針 

 

 本指針は、震災廃棄物の処理方法、組織体制及び発生量の推計方法等について県の基

本的な考え方を示すことにより、県内における市町村間の整合を図るとともに円滑な市

町村処理計画の策定に資するため策定するものである。 

 なお、各市町村の実情によって本指針によりがたい場合には、独自の取り扱いをする

ことを妨げるものではない。 

 

第１章 共通事項 

 

 第１節 処理に関する基本方針 

震災廃棄物の処理は、震災時の状況等から、平常時、応急時及び復旧・復興時

の段階に区分され、それぞれの段階において以下のように対応することとする。 

１ 平常時対応（事前対策） 

平常時：地震発生までの期間 

震災廃棄物の処理を行う上での基本情報や体制を整備しておくことにより、

地震発生時に速やかな対応が可能となるので、特に重要となる次の事項を基

本に準備を進めることとする。 

（１） 情報の収集・更新 

（２） 体制の整備・確立 

（３） 震災廃棄物処理のシミュレーション 

（４） 住民等への啓発 

２ 応急時対応（初動対策） 

応急時：地震発生直後の人命救助から生活の再開までの１～２週間程度 

             本格的な震災廃棄物の処理を行うために、情報の収集・整理、体制の確立

を速やかに行う必要がある。一方、応急時の状況としては情報の不足、人員

の不足等が想定されるため、応急時対応の基本方針は、以下のとおり行うこ

ととする。 

（１） 迅速かつ正確な情報の収集・伝達 

（２） 震災時の状況に即応した体制の整備 

（３） 震災廃棄物の処理のための組織設置準備、実施計画の作成 

（４） 必要機材、仮置場等の迅速な確保 

（５） 環境にも配慮した緊急処理施設等の迅速な設置と処分先の確保 

（６） 効率的な（徹底した）広報活動 

３ 復旧・復興時対応 

復旧・復興時：地震発生後、都市再建等の復旧・復興対策時から通常処理 
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市町村支援担当 
 処理施設担当 

がれき処理担当 

           体制に移行するまで 

震災廃棄物の計画的な処理を実施するうえで、復旧・復興時における処理

の基本方針は以下のとおりとする。 

（１）衛生的な処理 

（２）迅速な処理・対応 

（３）計画的な処理 

（４）安全作業の確保 

（５）環境に配慮した処理 

（６）リサイクルの推進 

 

 第２節 処理に係る組織体制 

１ 県の組織体制 

（１） 震災廃棄物対策組織の構成 

震災廃棄物の処理に関する県の諸事務を実施するため、関係課と調整し、震

災廃棄物対策組織を整備する。震災廃棄物対策組織は県環境生活部（各県民セ

ンター）及び環境研究センターをもって構成する。地震発生時は、災害対策本

部資源循環推進班に総括担当、調整・要請担当（動員体制担当を兼ねる）、市町

村支援担当（処理施設担当、し尿処理担当、ごみ処理担当、がれき処理担当）

の３つの担当を置き、災害対策本部との連絡、報告や県内市町村、国、民間事

業者及び関係団体との連絡、支援調整などを行う。 

 

県の震災廃棄物対策組織の構成 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部 統括責任者 
総括担当 

県民への広報 

調整・要請担当 
 

（兼）動員体制担当

関係団体 
（民間業者） 環境研究センター 国 

関係団体 市町村 

ごみ処理担当
し尿処理担当

産業廃棄物課 県民センター
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（２） 総括担当 

総括担当は、災害対策本部との連絡、報告を行うとともに、震災廃棄物の処  

理に関係する県の部課室との連絡調整を行う。「県震災廃棄物処理指針」を決定

する。 

（３） 調整・要請担当 

調整・要請担当は、国との連絡、報告を行うとともに、国、県外自治体及び

県内の被災していない市町村への支援要請について連絡調整を行う。 

また、調整・要請担当は、動員体制担当を兼ね、震災の規模、職員の参集状

況を勘案し、職員を配置する。また、必要に応じ環境研究センターに応援を要

請する。 

（４） 市町村支援担当 

市町村支援担当は、被災市町村の実施計画をまとめ、震災廃棄物（し尿・ご

み・がれき）に関する処理方針を立案する。 

また，市町村と震災廃棄物の処理に関する連絡・報告を行う。 

市町村支援担当のうち、がれき処理担当は、調整・要請担当を通じて、国の

動向に関する情報を収集し、その内容を県民センター及び被災市町村に連絡す

る。 

 

 

 

２ 市町村の組織体制 

（１）震災廃棄物対策組織の整備 

震災廃棄物の処理に関する事務を実施するため、関係課室と調整し、震災廃

棄物対策組織を整備する。震災廃棄物対策組織として、総務、し尿処理、ごみ

処理及びがれき処理に関する各担当を置き、被害状況を把握し、県、他の市町

村、関係団体等と連携を図りながら、震災廃棄物の適正かつ円滑な処理に当た

る。 
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市町村の震災廃棄物対策組織の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 総務担当 

総務担当は、県資源循環推進課（場合によっては県民センター）との間で連

絡調整を行う。また、庁内において、災害対策本部との連絡、報告を行うとと

もに、震災廃棄物の処理に関係する部課室との連絡調整を行う。 

近隣市町村との相互支援体制を整備するとともに、委託業者や関係団体等か

らの支援が円滑に得られるよう、緊急時の援助体制の整備を進める。 

また、住民への広報を担当し、地震発生時の仮設便所の設置、ごみ・し尿処

理、建物の解体撤去申請の受付などに関する住民への広報体制の整備に努める。 

（３） がれき処理担当 

がれき処理担当は、がれきの発生量の推計を行うとともに、申請の受付等解

体撤去に関する事務、仮置場の設置・運営等の業務を行う。 

 

（４） し尿処理担当 

し尿処理担当は、し尿収集対象発生量の推計を行うとともに、し尿収集・処

理体制の確保を図る。 

（５） ごみ処理担当 

ごみ処理担当は、粗大ごみ及び生活ごみの発生量の推計を行うとともに、ご

み収集・処理体制の確保を図る。 

 

 

県  
資源循環推進課 他 の 市 町 村 住民への広報

  統括責任者 
  総務担当 

し尿処理担当 ごみ処理担当 がれき処理担当 

住民からの 
解体撤去申請

民間事業者・関係団体による

がれきの処理業務 



 

- 9 - 

 

第３節 援助協力体制の確立 

震災後は、平常時と異なりこれまでのシステムが機能しないことが考えられる。

そのため、庁内及び他の市町村等との支援・連携体制を強化する必要があり、事前

対策として以下の協力支援体制を確立することとする。 

●国、他の市町村との協力支援体制 

●関係団体等との協力支援体制 

●庁内の連携体制 

また、協力支援体制を確立するうえで、事前に関係機関のリストの作成、協定

の締結を行っておくこととする。 

震災廃棄物は可能な限り域内での処理を原則とするが、処理完了後に通常の処

理に支障が生じる場合や、処理期間内に処理が完了しない場合は、援助協力体制、

更には、広域処理体制による処理を実施する必要がある。リサイクルを推進すると

ともに、輸送効率を勘案して近隣処理施設を選択する等の措置を行う。 

県内市町村等の間における援助協力については、平成９年７月に「災害時等に

おける廃棄物処理施設に係る相互援助細目協定書」が締結されており、同協定書に

基づき援助協力及び広域処理が行われることになる。 

第４節 住民等への啓発 

震災時においては、生活ごみ・粗大ごみ等の排出方法に対する住民の混乱が想

定され、市町村では、そうした通常と異なる排出・処理方法に対する住民からの苦

情への対応に追われることが想定される。このことから震災時における震災廃棄物

の迅速な処理、リサイクルの推進、そして生活環境の確保のために、平常時からの

住民、行政、関係団体の相互協力が必要となり、平常時において、以下の項目につ

いて住民、関係団体等の協力が得られるように啓発活動を行うこととする。 

① 震災時の生活ごみ、粗大ごみ等の排出方法 

② 建築物の解体に伴う廃棄物の処理方法 

③ リサイクルの推進 

④ 震災時（緊急時、復旧・復興時）における広報方法 

啓発活動のための手段としては、一般に防災訓練、紙面広報等が挙げられるが、

インターネットの有効利用も考えられる。インターネットを活用し、震災ボランテ

ィア等を公募することによりボランティアのデータベースを作成することができ

る。 

また、応急時には、今後の対応等について住民等へ周知徹底することが、震災

廃棄物の処理の混乱を未然に防ぐことになる。 よって、応急時の広報活動はあら

ゆる手段を使用し、今後の対応を周知徹底する。この際、今後の広報手段等につい

ても併せて広報することで住民の情報源の確立を行う。広報内容は次のとおりとす
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る。 

●通常の収集ごみの排出方法、収集ルート及び日時の変更 

●がれきの処理方法・仮置場の開設状況 

●仮設便所の使用上の注意及び維持管理等 

●カセットボンベ等の危険物の排出方法 

広報方法は、公共通信媒体（テレビ、ラジオ、新聞等）を通じて行うほか、チ

ラシ、貼り紙、インターネット、広報宣伝車等を同時に複数利用して周知徹底に努

めることとする。 

また、ボランティアを通じた広報活動にも努める。 

広報のフローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

広報のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

各 

市 

町 

村 

 
 

担
当
部
署
等 

広 報 誌 

テレビ、ラジオ、新聞

自 治 会 

避難所管理者 

関 係 機 関 

インターネット

解体業者等 

自 治 会 住 民 

住 民 

住 民 

住 民
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第２章  がれきに関する処理方針 

 がれきは、以下に定めるところにより処理することとする。 

 

第１節 基本的考え方 

震災時に膨大に発生するがれきは、通常の処理体制では、施設が不足すること

などから十分な対応が困難である。しかし、地域の復旧・復興のためには迅速か

つ計画的な対応が必要となる。そのため、 

①がれきの発生量を適正に予測しておくこと。 

②要となる仮置場面積を算出し、仮置場の候補地について調整を行っておくこと。 

③解体時期の調整、分別及びリサイクル等をできる限り行うこと。 

④仮置場の適正管理及び中間処理を行うこと。 

⑤効率的な収集・運搬ルートを確立すること 

を基本として処理することとする。 

 

第２節 がれきの発生量 

１ がれき発生量の推計方法 

がれきの発生量は、次の式により推計することとする。 

がれき発生量＝解体棟数×平均延床面積×がれきの発生原単位 

● 解体棟数：市町村が解体及び撤去を行う建物の棟数（大破、中破、焼失棟数）。

２の想定地震における被害棟数により設定。 

● 平均延床面積：建物構造別（木造、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）、鉄骨造（Ｓ

造））に、固定資産台帳等により設定。 

● がれきの発生原単位：単位延床面積当たりのがれき発生量。阪神・淡路大震災

における兵庫県の数値を参考に設定。 

 

廃棄物の延床面積当たり発生原単位 

がれきの発生原単位   

構造 可燃物系 

(ｔ／㎡) 

不燃物系 

(ｔ／㎡) 

大 破 0.194 0.502 

中 破 0.097 0.251  木   造 

焼 失 0.0582 0.502 

大 破 0.12 0.987 

中 破 0.06 0.4935 
鉄筋コンク

リート 造 
焼 失 0.036 0.987 

大 破 0.082 0.63 

中 破 0.041 0.315  鉄 骨 造 

焼 失 0.0246 0.63 
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   ２ 地震の想定 

千葉県地域防災計画では海溝型地震で３ケース（元禄地震、関東地震、東海地震）

及び直下型地震で４ケース（県北西部地震、県北東部、県西部、県中央部）を想定

しているが、各市町村において最も被害が大きい地震を想定地震として推計を行う

こととする。（「資料５ 建物被害及び焼失被害構造別棟数集計表」参照） 
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第３節 がれきの処理・処分 

がれき処理方法のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （可燃）         （不燃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  発生 

解体・撤去 

現場での選別 

仮置場での保管選別 

破砕処理 破砕処理 

リサイクル 焼却 リサイクル 

最終処分 



 

- 14 - 

１ 解体・撤去 

（１） 国庫補助事業 

倒壊建物の解体・撤去は、所有者が自己責任において行うことが原則である

が、阪神・淡路大震災の場合には、被害が甚大であったため、市町村が一部の

建物（阪神・淡路大震災においては、個人住宅と中小企業に係る建物が対象と

されている。）の解体・撤去を国庫補助事業として実施した。 

阪神・淡路大震災においては、国庫補助事業の範囲は、国との協議のうえ定

められた。ここでは、個人の家屋等の解体撤去を市町村の補助事業として実施

する場合の手続き等について示す。 

① 市町村は、国庫補助事業の補助対象や管内の被害状況等を勘案のうえ、市町    

村が解体撤去を行う範囲を決定する。 

② 所有者の意向を受けて市町村が倒壊家屋等の解体撤去を行う場合は、市町村

と解体業者の二者契約を原則とする。 

③ 市町村は、危険性、公益性の観点から解体撤去の優先度を評価し、解体撤去

の順番を決定する。 

● 危険性とは二次的な倒壊、崩壊による二次災害の危険性を指す。 

● 公益性とは、都市機能上重要な地区で、復旧が急務とされるもの等をいう。 

④ 解体業者は市町村の決定した順番に従って解体撤去作業を行う。 

⑤ 自衛隊が派遣された場合は、家屋等の解体撤去作業に関し、必要に応じ協力

要請する。 

（２） 分別の徹底 

阪神・淡路大震災時においても中間処理及びリサイクルを行う上で、分別状

態は重要な問題であり、混合廃棄物の搬入は、作業性の悪化や、リサイクルを

推進する上での阻害要因となった。 

よって、解体現場においては、処理の効率化、リサイクルの向上のため、 

① 木質系（柱、板等） 

② 金属（鉄筋、鉄骨、サッシ等） 

③ コンクリート（３０㎝程度以下）、 

④ 可燃雑（紙等） 

⑤ その他不燃物（瓦、レンガ、ガラス、アスファルト、土砂、石等） 

⑥ 混合廃棄物（以上を最大限分別した後の混合廃棄物） 

に分別することを原則とし、市町村の震災廃棄物の処理体制に応じて分別区分

を定めることとする。 

なお、仮置場においては、効率的な中間処理及びリサイクルを実施するため

に、さらに細かい分別を実施することも有効である。 
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（３） 焼失家屋から発生した廃棄物の取扱い 

震災時に火災が生じた場合の焼失家屋から発生した廃棄物については、完全

に灰化した燃えがらは飛散流出防止の観点から仮置きは行わず各市町村の最終

処分場へ直接搬入することとし、燃え残りが多いと思われるものは分別し、可

燃物については現有施設へ搬入し焼却処理することとする。 

 

２ 収集・運搬 

阪神・淡路大震災時には、仮置場での搬入・搬出で車両が渋滞した。 

収集・運搬作業の実施に当たっては、道路及び道路周辺の通行止め及び片側通行

などの通行規制等の状況を踏まえ、効率的な収集・運搬ルート、収集・運搬ブロッ

ク（各施設の受入後背地）等を適宜設定する。原則として次の基準に従いルート設

定等を行うこととする。 

また、震災時の混乱に乗じて、不正に廃棄物を処理する者が現れるおそれがある

ことから、必要に応じ許可制をとり、許可書を所持しない者の収集・運搬を禁止す

る必要がある。 

（１）搬出時の配慮事項 

● 解体時に分別されたものは、その分別を保って搬出する。 

● 運搬中の飛散、落下を防止するための対策を講じる。 

（２）搬出先となる仮置場の指定 

● 地区ごとに搬出先とする仮置場を指定する。 

● 仮置場の配置から近隣の他市町村の仮置場に搬出することがより効率的で

あると考えられる場合は、平常時から関連市町村と協議し、相互受入等を計

画しておくこと。 

（３）搬出ルートの提示 

● 仮置場への搬入誘導・調整を行うために、地区ごとに指定仮置場までの搬出

ルートを提示する。 

● 搬出ルートの設定に当たっては、運搬時の沿道への影響がより小さいルート

を選定する。 

 （４）搬出輸送時の周辺環境対策 

アスベストを含む解体材の搬出輸送に際しては、廃棄物処理法及び「建設・

解体工事に伴うアスベスト廃棄物処理に関する技術指針」（厚生省水道環境部

産業廃棄物対策室監修、昭和６３年）に従って、周囲への飛散を防止し、適正

に搬出輸送を行う。 

（５）搬出輸送指針の策定と周知 

市町村は上述の搬出時の配慮事項、分別区分、排出地域ごとの仮置場の指定、

搬出ルートの指針を定め、運搬業者等関係者に周知する。 
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３ 仮置場の設置・維持管理 

膨大な量が発生する廃棄物を処理するためには、仮置場を使用することが有効で

ある。しかし、仮置場に使用できるオープンスペースは避難場所等にも使用され、

また、通常の生活に移行する時期にはオープンスペースの返却等期間的にも制約を

受ける。よって、発生量及び処理期間等から、必要となる仮置場面積を算出し、仮

置場の設置場所について調整を行う（算出方法は第４節を参照）。 

（１）候補地の選定基準 

仮置場の候補地は、がれきの推計発生量、解体撤去作業の進行、施設の処理能

力等をもとに算出した必要面積と以下の条件を考慮し選定する。 

なお、可能な限り公有地とすることが望ましい。 

● ２次災害のおそれのない場所 

● 廃棄物の発生場所、処理・処分施設等との位置関係   

● 効率的な搬入ルートの有無 

● 搬入路の幅員が確保できる場所 

● 交通・作業に伴う騒音等、周辺住民や周辺環境への影響・保全 

● 仮置場の用途にあったスペースの確保の有無（緊急処理施設の設置スペー 

ス） 

（２）設置 

仮置場の設置に当たっては、可能な限り①飛散の防止、騒音の低減を目的とし

た仮囲い、②管理事務所、③進入道路・場内道路、④電気・電話、水道の敷設

（確保が困難な場合は発電機、散水用ポンプ、散水車等を確保する）、⑤種類別

に分別保管（中間処理・リサイクルを考慮）できるよう、発生量の推計に応じ

た区画等を設ける。 

（３）管理 

① 搬入・搬出管理 

 各仮置場では日報を作成し、廃棄物の種類別の搬入台数、搬入量、中間処理

量、搬出量等を記録する。また、受付では各搬入車両の書類確認、積載物のチ

ェックを行う。 

 搬入基準は次のとおりとする。 

● 仮置場に搬入を認める廃棄物は、原則として市町村が解体撤去した場合の廃

棄物に限る。 

● 仮置場に分別区分ごとの受入区域を設定し、分別区分ごとに受け入れる。 

● 分別されていない、あるいは分別が不十分な場合は搬入を認めない。 

● 市町村の契約に基づく解体撤去物であることを確認した上で搬入を認める。

発生現場が不明な場合は、搬入を認めない。 

● 住民等が自ら解体撤去した場合の廃棄物の受け入れは、各市町村の判断によ
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る。 

② 作業管理 

仮置場における作業の安全性を確保するため、積上げ高さや、勾配に配慮す

る必要がある。また、作業効率と安全作業の観点から搬入車両に対し的確な誘

導を行う。保管効率向上と搬入車両の横転防止から、搬入車両から降ろされた

廃棄物は速やかに重機を利用し敷き均し、積み上げを行う。 

③ 環境管理 

仮置場における作業が周辺環境へ影響を及ぼすことを防止するため、周囲に飛

散防止ネット・防音シートの設置を行う。また、ほこり対策と自然発火防止対

策から散水や場合によっては臭気対策として消臭剤の散布を行う。また降水時

の排水への対応を行う。搬入車両による騒音問題や交通渋滞を考慮し、車両の

搬入時間や仮置場での作業時間を周辺の状況に合わせた時間帯に決定する。 

 

４ 中間処理 

膨大に発生する震災廃棄物の大半はがれきであり、その処理には現有施設のみで

は対応が困難なことが想定される。よって、各市町村内で中間処理すべき廃棄物量、

処理期間等から必要な処理能力を有する緊急処理施設の設置を検討する必要がある。

このような緊急処理施設としては、破砕用、選別用、焼却用のものがあり、多く民

間所有となっているので、情報収集を行うとともに援助・協力について事前調整を

図っておくこととする。また、設置場所については、広さや周辺の立地条件等も考

慮し、設置する施設の種類・能力については場所ごとに検討を行うこととする。 

  

５ リサイクル 

地震発生後に多量に発生するがれきは、資源の有効利用及び処分場の延命化等の

観点から、地域復旧・復興等においてできる限りリサイクルを進めることとする。 

（１）リサイクルの基本方針 

① 再利用・再資源化方策を第一に検討し、最大限の再利用・再資源化を図る。 

② 混合廃棄物は、再選別を行い、可能な限り再利用・再資源化を図る。 

（２）リサイクルの具体的方策 

① 民間の再資源化施設を積極的に活用し、リサイクルを効率的に行う。このた

めに平常時より民間業者との協力体制を整備する。 

②木くずのチップボード材や製紙原料への利用、燃料用チップとしての利用な

ど、再利用の用途及び業者の受入可能性や条件を把握する。 

③ 金属くずは原則として再資源化業者に処理を依頼する。再資源化業者の受入

可能性及び処理可能量を把握する。 

④ コンクリート塊の再資源化方策は、民間の再資源化施設への搬入と、仮置場
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における移動式コンクリート塊破砕機の調達の方法が考えられる。業者の受入

可能性を検討する。 

⑤ コンクリート塊等を再生骨材、路盤材、埋立用材として有効利用する場合に

資材が備えるべき条件（材質、大きさ等）を把握し、有効利用推進の基礎情報

とする。 

⑥ 再生骨材、路盤材、埋立用材としての再利用先（道路整備や埋立事業など）

の検討、確保に努める。 

 

６ 最終処分 

がれきは、分別、中間処理、リサイクルを行った後、原則として各市町村の最終

処分場で適正に処分することとする。各市町村の最終処分場で処分できない場合は

広域処分、民間の最終処分場の利用等について検討する。 
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第４節 仮置場の必要面積 

１ 仮置場の必要面積の推計方法 

仮置場の必要面積は、次の式により算出することとする。 

 

 仮置場の必要面積 

＝仮置量／見かけ比重／積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

仮置量＝がれき発生量－年間処理量 

年間処理量＝がれき発生量／処理期間 

● 見かけ比重：可燃物０．４（ｔ／ｍ３）、不燃物１．１（ｔ／ｍ３） 

注：厚生省の「大都市圏の震災時における廃棄物の広域処理体制に係わる調査報

告書（８年度）」の値を用いる。 

● 積み上げ高さ：５ｍ 

注：厚生省の「大都市圏の震災時における廃棄物の広域処理体制に係わる調査報

告書（８年度）」の値を用いる。 

● 作業スペース割合：作業スペース割合１００％ 

注：仮置場の必要面積は、廃棄物容量と積み上げ高さから算定される面積に車両

の走行スペース、分別等の作業スペースを加算する必要がある。阪神・淡路大

震災の実績では、廃棄物置場とほぼ同等か、それ以上の面積がこれらのスペー

スとして使用された。そこで、仮置場の必要面積は廃棄物容量から算定される

面積に、同等の作業スペースを加える。 

２ 推計のための前提条件 

試算のための前提条件を次のとおり設定する。 

● 本処理指針では、震災時に発生したがれきは全て仮置場に搬入し、一時的に保管 

することとする。 

なお、仮置場の面積は、図に示すように処理期間に平均的に仮置場から搬出され

る量を考慮し、仮置量がもっとも多くなると想定される時点の仮置場の必要面積

を算出することとする。 

● 阪神・淡路大震災の実績により粗大ごみは約１年で平常時の発生量に戻ること、        

また、仮置場に長期保管せず粗大ごみ処理施設に搬出することから仮置場の面積

を算出する際に粗大ごみの量は加えないこととする。 

● 解体撤去期間（震災発生時点から家屋等を解体し、解体現場から仮置場に撤去し

終るまでの期間）は、市町村の実情により１～２年とする。阪神・淡路大震災で

はおおむね１年間であった。 

● 処理期間（震災発生時点から全ての処理を終了するまでの期間）は、市町村の実

情により１年から５年の間で設定する。なお、阪神・淡路大震災においては、最

も処理期間を要した神戸市の実績では３年であった。 
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仮置量と撤去・処理期間の関係 

 

   解体・撤去期間（１年）        

 

              

    

          

 

 

 

 

 

 

 

            処理期間（３年） 

 
          仮置量 
仮置場への       ＝発生量―年処理量 
搬入量                 
 
 
                仮置場からの搬出量＝処理量   
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第３章 粗大ごみに関する処理方針 

粗大ごみは、以下に定めるところにより処理することとする。 

 

第１節 基本的考え方 

 震災時に発生する粗大ごみは、平常時に比べ増大することが見込まれる。また、

粗大ごみの処理は現在有料化を行っている自治体が多く、震災時の混乱時には不

法投棄的な発生が想定される。 

 そのため、 

① 粗大ごみの発生量を適正に予測しておくこと。 

② 災時の混乱を想定して特例的な排出・収集・処理方法等を検討しておくこと。 

を基本として処理することとする。 

 

第２節 粗大ごみの発生量 

１ 粗大ごみの発生量の推計方法 

粗大ごみの発生量（増加分）は次の式により推計するものとする。 

粗大ごみの発生量（増加分）＝被害棟数×粗大ごみ発生原単位 

● 粗大ごみ発生原単位（ｔ／棟）：１棟当たりの粗大ごみの発生量。 

１．０３トン／棟 

注：発生量１．０３トン／棟は、阪神・淡路大震災における神戸市の粗大ごみ

の排出状況から増加総量／被害棟数により算出したものである。 

この場合の発生原単位は、実際に大破家屋１棟から粗大ごみ１．０３トン

が発生するという意味ではなく地震による粗大ごみの増加分の発生量は家

屋の被害程度に比例すると仮定し、被害棟数を示し指標として用いたもの

である。 

● 被害棟数：地域防災計画等の被害想定による被害棟数などから設定。ここで

は、大破棟数＋中破棟数×０．６と設定する。 

 

第３節 粗大ごみの処理・処分 

１ 排出方法 

 震災時の粗大ごみは、家財の整理により排出される雑多な粗大ごみと、建築物解

体に先立って排出される家電製品を主とする粗大ごみがあり、各々排出の形態や時

期が異なる。また、粗大ごみは生活ごみとは異なり、平常時と比べ量が増加する特

徴がある。一方、現行の処理体制において、粗大ごみの「有料化」や「戸別収集」

等を行っている市町村もあり、震災時には、平常時の処理体制を変更せざるを得な

い場合も考えられる。 

よって、必要に応じて、次のとおり取り扱うこととする。 
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● 家財の整理により排出されるものは、各市町村で収集運搬（直営及び委託）を

行い、各市町村の現有施設で処分を行う。 

● 住民が直接現有施設へ搬入することについても通常どおり受け付ける。 

● 建築物解体に先立って排出されるものについては各市町村が搬入先を指定し、

各市町村の現有施設又は緊急処理施設で処分を行う。 

● 被災程度の違いにより地区別に異なった対応をとることも検討する。 

 

２ 収集方法 

市町村は、震災時増加する粗大ごみの発生量、道路状況、搬入先の調整、各現有

施設の稼働状況、ピット残量を考慮し、収集方法（収集・運搬ルート、収集頻度）

を決定する。また、必要に応じて夜間収集等の検討を行うこととする。 

 

３ 分別の徹底 

資源の回収、適正な処理のため、粗大ごみは現場において可能な限り分別を行う

こととする。 

 

４ 収集・運搬 

各市町村は、道路状況を考慮し効率的な収集・運搬ルート、収集・運搬ブロック

（各施設の受入後背地）等を適宜設定する必要がある。また、収集・運搬車両は、

発生量が増加することが想定されるため、人員機材が不足する可能性がある。更に、

一箇所に多量に排出されることを想定した場合、人力による積込作業が困難になる

場合があり、必要に応じて重機等を使用することとする。 

 

５ 仮置き、処理・処分及びリサイクル 

粗大ごみは平常時と同様に極カリサイクルを行うように努めるが、発生量の推計

を行い現有処理施設で不足する分については、必要に応じて、仮置き、緊急処理施

設等で処理を行う。仮置場及び緊急処理施設の確保、最終処分先、広域支援の確保

等に関しては、事前に体制の整備を行っておき、状況に応じて適宜検討し直す。 

なお、平成１３年４月から家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）が本

格施行となり、一般家庭や事業所から排出された特定の家電製品（エアコン、テレ

ビ、冷蔵庫、洗濯機）については、家電小売店が収集運搬し、指定引取場所で家電

メーカーに引き渡され、家電メーカーでは家電製品をリサイクルすることとなるの

で、震災時においても原則として同法の手続きに従いリサイクルされる必要がある。 
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第４章 生活ごみに関する処理方針 

生活ごみは、以下に定めるところにより処理することとする。 

 

第１節 基本的考え方 

震災時においても生活ごみは、平常時と同程度の発生量であるが、ごみ組成は

変化する傾向がある。更に、震災時の生活ごみは避難所から多量に発生するため、

平常時の収集運搬ルートとは異なる。また、生活ごみの処理は衛生・防疫の観点

から生活再開時点からの対応が必要となる。 

 そのため、 

① 衛生・防疫について十分配慮して処理を行うこと 

② 震災時の混乱を想定して特例的な排出・収集・方法等を検討しておくこと 

を基本として処理することとする。 

 

第２節 生活ごみの発生量 

活ごみの発生量は、平常時と同等とする。 

しかし、発生量は、同等であっても、震災時の生活ごみは、プラスチック包装

材やＰＥＴボトルなどの成分が増加することが予想される。 

 

第３節 生活ごみの処理・処分 

１ 排出方法 

地震の地域別の被害状況により、「通常の排出・収集が可能な場合（地域）」と「道

路の不通により収集が不可能になったり渋滞等による収集効率の低下する場合（地

域）」が想定され、必要に応じて、排出場所と排出日時を変更、指定する等の対策を

とることとする。また、被害の状況によっては、地域別に異なる対応をとることと

する。 

さらに、収集体制が整わず、収集しきれない生活ごみ（生ごみを除く）について

は、期間を定めて各家庭で保管するよう要請する。 

避難収容施設等大量にごみが排出される場所は、ごみの飛散防止、防疫及び収集

効率を高めるために、脱着装置付きコンテナ（ロールオンコンテナ）の設置につい

て検討する。特に多量の割れ物やカセットボンベ等は震災時特有の廃棄物であり、

別途回収日を定めて収集する。 

 

２ 収集計画の見直し 

復旧・復興時において、避難収容施設の位置、収容人数、道路情報等の変化によ

り生活ごみの排出状況が変化する。必要に応じて、避難収容施設の位置、収容人数、

道路情報等を入手し、生活ごみの収集計画の見直しを行う。 



 

- 24 - 

特に収集計画の見直しの際には、以下に示す観点を考慮する必要がある。 

● ごみの分別方法（資源ごみ、危険物等、その他生活ごみ） 

● ごみ発生量 

● 地域別被災程度 

● 収集・運搬ルート、収集頻度（搬入先の調整、各現有施設の稼働状況、ピット残

量） 

● 収集効率の低下、収集能力の不足への対応 

（不足する分については、他の市町村や一般廃棄物収集運搬許可業者を含めて効

率的な収集計画を策定する。） 

・他の市町村、業界団体等への支援要請 

・夜間収集等の検討 

● 通常の処理体制へ戻る時期 

 

３ 収集・運搬 

震災時には、カセットボンベや多量のガラス、陶磁器くずなど運搬や処理に支障

をきたすものが生活ごみに混入する可能性がある。よって、生活ごみの収集・運搬

に当たって、震災時特有のごみ質の変化に留意し安全作業に努めるほか、役割分担、

作業内容を明確にし、安全作業に努める。 

 

４ 処理・処分 

生活ごみの仮置きは行わず、原則として現有施設において速やかに処理・処分を

行うこととする。ただし、現有施設が被害を受けて稼働不可能な場合や処理能力が

不足する場合は、他の市町村、業界団体等への支援要請についても検討する。 

焼却処理に当たって、ごみ質の変化（容器包装の増加による発熱量の上昇、ガラ

ス、陶磁器くずの増加等）によるクリンカ付着について留意する。解体がれきを受

け入れる現有施設、最終処分場についてはその搬入車両による混雑が予想されるた

め、生活ごみの搬入車両の動線を出入口も含め検討する。 
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第５章 適正処理が困難な廃棄物に関する処理方針 

適正処理が困難な廃棄物の範囲は、震災時における建物の解体撤去及び一般家庭

から排出される廃棄物のうち、次に示すものとする。 

これらの廃棄物のうち、産業廃棄物に該当するものは、平常時と同様に事業者の

責任において処理するものとする。 

また、一般家庭から排出されるものは、地震発生時に排出量の増加が予想される

ため初期段階からその適切な処理方法を住民に広報するとともに相談窓口を設置す

るものとする。 

各品目ごとの処理方針はそれぞれ次のとおりである。 

 

品    目 処  理  方  針 

廃石綿（アスベスト） 

解体撤去の対象家屋にアスベストが使用されている場合には、解体事

業者は、解体作業着手前に市町村に報告する。市町村は、現地調査に

よりアスベストの使用を確認し、発生量を見積り、その処理方法につ

いて事業者に指示する。アスベストの飛散防止対策は「阪神・淡路大

震災に伴う建築物の解体・撤去に係るアスベスト飛散防止対策につい

て」（平成７年２月２３日石綿対策関係省庁連絡会議）を準用して適

正に処理する。 

ＰＣＢを使用した家電製

品の部品 

一般家庭から粗大ごみとして排出されるＰＣＢを使用した家電製品

等は、市町村が収集した後、含有部品の回収を関係団体に依頼する。

フロン エアコンや冷蔵庫に含まれるフロンは家電リサイクル法に基づき製

造業者等がリサイクルをする際に併せて回収・処理することになる。

トリクロロエチレン、テ

トラクロロエチレンなど

の廃溶剤 

産業廃棄物として、事業者の責任において処理する。家屋の倒壊等に

より排出が困難なものは、家屋の解体撤去時に搬出・処理するよう指

導する。 

ＣＣＡ（防腐剤）処理木

材   

解体撤去の対象家屋にＣＣＡ処理木材が使用されている場合は、解体

事業者は、解体作業着手前に市町村に報告する。市町村は、現地調査

によりＣＣＡ処理木材の使用を確認し、発生量を見積り、その処理方

法について事業者に指示する。その後、解体業者は、適正な方法によ

り解体撤去し、適切な設備を有する処理施設で焼却処理する。 

感染性廃棄物 平常時同様、排出者の責任において処理する。震災時に設置される救

護所等で発生するものは、適正な処理方法を確保する。 

市町村が収集していない

廃棄物 

 

（例）マットレス、タイ

ヤ、ピアノ、バイ

ク、消火器等 

※ 市町村で範囲が

異なる。 

 

● 販売店や業者に引き取りを依頼する。業者等による引き取りルー

トの整備等の対策を講じ、適正処理を推進する。また、適正処理を

推進するため業者等への協力要請を行う。 

● 業者引き取り依頼等の対応方法等について広報等により周知を図

るとともに、相談窓口を設け、適正な廃棄・処理を推進する。 
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第６章 し尿に関する処理方針 

し尿は、以下に定めるところにより処理することとする。 

 

第１節 基本的考え方 

下水道の普及が進んでいる都市部においては、震災時に上下水道の被害等で水

洗便所が使用できなくなる可能性が高い。また、し尿の処理は衛生・防疫の観点

から、震災発生直後から迅速な仮設便所の配置、収集運搬等の対応が必要となる。 

そのため、 

① し尿の発生量を適正に予測しておくこと。 

② 衛生・防疫について十分配慮し処理すること。 

を基本として処理することとする。 

 

第２節 し尿の発生量 

１ し尿に関する推計方法 

（１）し尿収集必要量の推計方法は次式のとおりとする。 

 

      し尿収集必要量 

      ＝震災時し尿収集必要人数×１日１人平均排出量 

      ＝（①仮設便所必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口）×③１人１日平均排出量 

 

① 仮設便所必要人数＝避難者数＋断水による仮設便所必要人数 

避難者数：避難所へ避難する住民数（「資料７ 避難者数予測結果」参照） 

断水による仮設便所必要人数 

＝｛水洗化人ロ－避難者数×（水洗化人口／総人口）｝×上水道支障率×１／２ 

  水洗化人口：平常時に水洗トイレを使用する住民数（下水道人口、コミニティ 

  プラント人口、農業集落排水人口、浄化槽人口） 

  総人口：水洗化人口＋非水洗化人口 

  上水道支障率：地震による上水道の被害率（資料６ 水道供給支障（断水率）予

測結果参照） 

  １／２：断水により仮設便所を利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち 

  約１／２の住民と仮定。 

 

②非水洗化区域し尿収集人口＝汲取人ロ－避難者数×（汲取人口／総人口） 

汲取人口：計画収集人口 

③１人１日平均排出量＝１．７Ｌ／人・日 

「平成１１年度清掃事業の現況と実績」（千葉県） 
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（２）仮設便所必要設置数の推計方法は次式のとおりとする。 

仮設便所必要設置数＝仮設便所必要人数／仮設便所設置目安 

※ 仮設便所設置目安は、市町村が備蓄している仮設便所の仕様に応じ次式に

より算出する。 

仮設便所設置目安 

＝仮設便所の容量／し尿の１人１日平均排出量／収集計画） 

（算出例） 

① 仮設便所の平均的容量を４００Ｌ 

② し尿の１人１日平均排出量を１．７Ｌ／人・日 

③ ３日に１回の収集 

とした場合、 ４００Ｌ／１．７Ｌ／３日≒８０人となる。 

    

 

２ 推計のための前提条件 

し尿収集必要量は、仮設便所を必要とする人数と非水洗化区域のし尿収集人口の

合計に、し尿計画１人１日平均排出量を乗じて推計することとし、そのための前提

条件を次のとおり設定する。 

● 断水のおそれがあることを考慮して、避難所に避難する住民全員が仮設便所を利

用す避難所は一時に多くの人数を収容することから既存の便所では処理しきれ

ないと仮定する。 

● 断水により水洗便所が使用できなくなった在宅住民も、仮設便所を使用すると

仮定した。断水により仮設便所を利用する住民は、上水道が支障する世帯のう

ち半数とし、残り半数の在宅住民は給水、井戸水等により用水を確保し、自宅

の便所を使用すると仮定する。 
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し尿に関する推計方法のイメージ 

総人口 

         

           水洗化人口        非水洗化人口 

 

                                 避難者数 

                                  

                                  

 

 

 

 

 

 

 

  断水による仮設便所必要人数 

 

第３節 し尿の処理・処分 

し尿に関しては、がれきや生活ごみの処理と異なり、地震発生直後から仮設便

所の設置が必要となることが想定される。よって、速やかに情報を収集し、仮設

便所の配置計画、収集運搬計画を策定し、仮設便所の設置及び収集運搬の対応を

行わなければならない。また、資機材等が不足する場合は速やかに協力支援体制

を整えるよう努める。 

 

１ 仮設便所の配置計画の策定 

応急時のし尿の処理対策は、仮設便所の配置計画の策定、仮設便所の確保及び避

難収容施設等への配置である。また、仮設便所の配置は、被害状況等の詳細な情報

の入手には時間がかかることも予想されるため、搬送可能な所から順次設置し、避

難収容施設の収容人数や上下水道の被害状況等の情報を入手次第、不足分の仮設便

所を配置する等の対応が必要となる。 

 

２ 収集運搬計画の策定 

仮設便所の配置先、配置基数及び処理先（投入施設、マンホール）及び道路状況

から収集運搬計画を策定する。 

 

 

         

  汲取人口 

 
  自家処理人口 
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３ 協力支援の要請 

資機材・人材の確保は、速やかに不足分を算定し、協力支援により不足分を補う

こととする。 

４ 仮設便所の設置 

避難収容施設における仮設便所の設置は、仮設便所配置計画に基づき協力業者に

対して配置先、配置基数及び道路状況を示し設置を指示する。市街地においては、

業者等と協力し必要に応じ設置することとする。 

 

５ 収集運搬 

し尿収集運搬計画に基づき、し尿収集運搬作業を実施する。し尿の投入に関して

は、施設が使用可能な場合は出来る限り現有施設内の投入施設に投入する。下水道

マンホール投入など下水道施設での処理を行う場合は、関係部署との調整を行った

上で投入可能なマンホールなどを指定し、投入作業を行う。 

 

６ 処理・処分 

し尿は、次のとおり処理することとする。 

（１）し尿処理施設を有し、平常時からし尿処理を行っている市町村は、そのし尿

処理施設による処理を基本とする。ただし、施設損壊あるいは運用不可能な状

況にあっては、代替的方法を講じる。 

（２）し尿の発生量がし尿処理施設の能力を上回る場合は、下水道マンホール投入

など下水道施設での処理を検討する。このため、平常時から関係部署との受入

条件、連絡体制、留意事項等の事前調整を行う。 

（３）し尿処理施設を有さない市町村は、下水道施設での処理や他市町村の支援な

ど、適切な処理方法を検討し、処理計画を策定する。下水道施設での処理につ

いては平常時から関係部署との事前調整を行う。 

 

第７章 震災廃棄物処理実施計画 

市町村処理計画は、１つの地震を想定地震として、震災廃棄物の発生量、その処

理体制及び処理方法等についてシミュレーションを行ったものであるが、実際に地

震が発生した場合には、市町村処理計画に従い、実際の被害状況に則した計画を策

定する必要がある。 

よって、各市町村は処理すべき震災廃棄物の量を確定し、対処すべき組織、処理

方法、処理期間等の方針決定を行い、具体的な内容について、震災廃棄物処理実施

計画（以下「実施計画」という）を策定することとする。 

実施計画では、以下の項目について策定する。 

１ 組織及び業務内容 
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２ 計画の対象と計画量 

３ 処理期間 

４ 広域処理体制 

５ 処理方法 

６ 費用 

７ 記録及び報告 

     また、県は、被災市町村の実施計画をまとめ、処理事業の進行管理等を行うため

の震災廃棄物に関する処理方針を作成する。 

 ※ 震災廃棄物の処理・処分を行う上で的確な震災廃棄物の発生量を把握するこ

とは重要である。復旧・復興時は、緊急時に把握することのできなかった情

報が現実的情報として判明するため、震災直後に比べ、より正確な量の把握

が可能となる。よって、復旧・復興時は定期的若しくは適宜震災廃棄物発生

量の推計の見直しを行う。情報源としては災害対策本部、現地調査、解体数

及び解体申し込み数等があり、これらを入手し、がれき原単位（ｔ／延床㎡）、

解体棟数、粗大ごみ発生原単位等の更新を行う。 
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第３編 市町村震災廃棄物処理計画 

 ここでは、「第１編 総論」及び「第２編 市町村震災廃棄物処理計画策定指針」を

基本として、市町村の震災廃棄物処理計画（以下「市町村処理計画」という。）に定め

る基本的事項を示すとともに、市町村震災廃棄物処理計画のモデル計画を示す。 

なお、市町村処理計画策定に当たっては、モデル計画を踏まえ、地域の状況や地域防

災計画に基づき、各市町村の実情に応じた市町村処理計画を策定することとする。 

 

１ 市町村処理計画に定める基本的事項 

 

１ 総論 

１－１ 目的及び対象等 

１－１－１ 計画策定の目的 

１－１－２ 計画の対象とする廃棄物及び業務 

１－１－３ 想定する地震とその被害の概要 

 

２ 震災廃棄物処理に関する基本方針 

２－１ 共通事項 

２－１－１ 処理に関する基本方針 

２－１－２ 組織体制等 

 

２－２ がれきの処理 

２－２－１  基本方針 

２－２－２ がれきの発生量 

２－２－３ 仮置場の必要面積 

２－２－４ がれき処理計画 

 

２－３ 粗大ごみ、生活ごみの処理 

２－３－１ 基本方針 

２－３－２ 粗大ごみ発生量 

２－３－３ 生活ごみの発生量 

２－３－４ 粗大ごみ、生活ごみ処理計画 

 

２－４ 適正処理が困難な廃棄物の処理 

２－４－１ 適正処理が困難な廃棄物の範囲 

２－４－２ 適正処理が困難な廃棄物の処理方針 

２－４－３ 適正処理が困難な廃棄物の処理 
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２－５ し尿の処理 

２－５－１ 基本方針 

２－５－２  震災時のし尿収集必要量及び仮設便所の必要設置数 

２－５－３ し尿処理計画  

 

 

２ 市町村震災廃棄物処理モデル計画 

 

第１編 総論 

第１章 目的及び対象等 

第１節 計画策定の目的 

大規模地震による災害は、がれき等の廃棄物の発生量も他の災害に比べて大

量であるほか、交通の途絶等に伴い一般ごみについても平常時の収集・処理を

行うことが困難であり、大地震の発生に伴う建物等被害からのがれきや避難所

からのごみ・し尿問題などに対し、事前に十分な対策を講じておく必要がある。

本計画は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、本市（町、村）の地域防災計画

を補完し、そこで想定される地震に対する事前の体制整備を中心とし、市民・

事業者・行政の連携に基づく震災廃棄物の円滑な処理を推進するため、「千葉県

市町村震災廃棄物処理計画策定指針」（以下「県策定指針」という）に基づき策

定する。 

 

第２節 計画の対象とする廃棄物及び業務 

１  対象廃棄物 

本計画で対象とする廃棄物は、震災の発生により特に平常時と異なる対応が必

要と思われる次のものとする。 

①がれき：損壊建物の撤去等に伴って発生するコンクリートがら、廃木材等。   

②粗大ごみ：震災により一時的に大量に発生した家具類、家電製品等。 

③生活ごみ：震災により発生した生活ごみ。 

④適正処理が困難な廃棄物：アスベスト、ＰＣＢ、プロパンガスボンベ、消火

器等適正処理が困難な廃棄物。 

⑤し尿：避難収容施設等の仮設便所等からの汲み取りし尿。 

なお、粗大ごみ、生活ごみ、し尿は、通常時と同様に排出される分についても

収集・処理体制に影響があるため併せて対象とする。 

２  対象業務 

本計画で対象とする業務は、本市（町、村）が行う震災廃棄物の収集、処理及

びそれに関する一連の業務とする。 
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※ 廃棄物の処理は倒壊建物の所有者が自己処理責任に基づき自己負担において行

うことが原則であるが、阪神・淡路大震災においては被害が甚大であったため、

個人住宅や中小企業の建築物の解体・撤去については、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律に基づく災害廃棄物処理事業として国庫補助を受けて市町村が実施し

たところである。ただし、道路等の公共施設及び大企業の事業所等の解体・撤去

については当該国庫補助の対象とはされなかった。（道路等の公共施設について

は「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」の対象となり、施設管理者が処理

を行った。また、大企業の事業所等については、大企業が自ら解体・撤去を行っ

た。） 

 

 第３節 想定する地震とその被害の概要 

１  想定地震 

千葉県〇〇〇地震（県の地域防災計画で想定している想定地震のうち、最も被

害が大きい地震を用いる。）の震源及び地震の規模は以下のとおりである。 

震源：千葉県〇〇〇地域 

地震の規模：マグニチュード〇．〇  震源の深さ：〇〇Ｋｍ 

２ 被害の概要 

 千葉県〇〇〇地震による本市（町、村）全域における被害想定の概要を表１－

１に示す。 

    表 1－１ 千葉県〇〇〇地震による被害想定の概要 

   項     目  数  量     項     目  数  量 

 死者 

 負傷者 

 断水人口 

 避難住民数 

 火災 

人

人

人

人

件

 焼失棟数 

 建物の全壊 

  〃 半壊 

 廃棄物処理施設被害 

棟

棟

棟

 被害なし  

出典：千葉県地域防災計画（震災編）及び〇〇市（町、村）〇〇〇地震被害想定調査 等 

 

第２編 震災廃棄物処理に関する基本方針 

 第１章 共通事項 

第１節 処理に関する基本方針 

       震災廃棄物は以下に示す基本方針に従い処理する。 

１ 衛生的な処理 

震災時は、被災者の一時避難、上下水道の断絶等の被害が想定され、その際

に多量に発生する生活ごみやし尿については、防疫のために生活衛生の確保を

最重要事項として対応する。 
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２ 迅速な対応・処理 

生活衛生の確保、地域復興の観点から、震災廃棄物の処理は時々刻々変化す

る状況に対応できるよう迅速な処理を行う。 

 

３ 計画的な対応・処理 

震災時には、道路の寸断、一時的に多量に発生する震災廃棄物と処理能力の

関係等から、仮置場の適正配置、有効な処理施設の設置により震災廃棄物を効

率的に処理する。 

震災廃棄物の処理は、地域復興と連携して行う。また、震災廃棄物の処理が

収束すると、引き続き通常の清掃業務に移行する。そのため、震災時の対応の

みではなく通常業務への移行についても十分に考慮し計画的に処理を行う。 

４ 安全作業の確保 

震災時の清掃業務は、通常業務と異なる事態等が発生することが想定される

ため、作業の安全性の確保を図る。 

５ 環境に配慮した処理 

震災時の混乱の状況下においても、十分に環境に配慮し、震災廃棄物の処理

を行う。特に、建築物の解体の際のアスベストの飛散防止対策、野焼きの禁止、

緊急処理施設におけるダイオキシン類対策等に万全を期する。 

６ リサイクルの推進 

震災時に膨大に発生する震災廃棄物を極力、地域の復興等に役立て廃棄物の

資源化を行うことは、処理・処分量を軽減することができ、効率的な処理のた

めにも有効であることから、建築物解体時から徹底した廃棄物の分別を実施し、

震災時においてもリサイクルを推進する。 

 

第２節 組織体制等 

１ 震災廃棄物対策組織 

地震発生時の震災廃棄物対策組織として○○課及びセンターに各担当を設

置する。震災廃棄物処理は地震発生に伴い新たに発生する業務であるため、人

員の補充や支援を得て、臨時体制を組織する。 

なお、全体の総括は〇〇課長が行う。 

各担当の分担業務の概要は表２－１に示す。 
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図２－１ 震災廃棄物対策組織 

         

総括責任者

総務担当  住民への広報

               

 

ごみ処理担当  し尿処理担当   がれき処理担当

 

家屋解体撤去事務担当  家屋解体業者

 

 ごみ収集担当   仮置場担当 
 

ごみ処理担当 
  し尿処理担当   処理担当 

 （所有施設）  委託処理担当  民間廃棄物 
  処理業者

 

ごみ収集委託業者  し尿収集委託業者 
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  表２－１ 震災廃棄物対策組織の各担当の分担業務の概要 

 

    担  当  名   担 当 課 等      分   担   業   務 

  

 総 

  

  

 務 

  

 総務担当 

  

 

  

  

  

 〇〇〇〇〇課 

  

  

  

  

  

 ・震災廃棄物対策の全体進行管理と調整 

 ・職員の参集状況の確認、人員配置 

 ・災害対策本部との連絡 

 ・県、他市町村及び関係団体等との連絡 

 ・支援の要請及び受入の連絡調整 

 ・住民への広報と相談 

 ごみ処理計画担当 

  

 〇〇〇〇〇課 

  

 ・ごみ発生量の推計 

 ・ごみ処理計画の更新 

 ごみ収集担当 

  

 〇〇〇センター 

 〇〇〇係 

・避難所及び一般家庭等から排出されるごみの 

収集 

 

ご 

み 

処 

理 

 ごみ処理担当 

  

 〇〇〇センター 

 〇〇〇係 

・避難所及び一般家庭等から排出されるごみの 

処理 

 ・ごみ処理施設の保守管理 

 し尿処理計画担当 

  

  

  

 〇〇〇〇〇課 

  

  

  

 ・仮設便所の設置、維持管理、撤去計画 

 ・し尿収集必要量の推計 

 ・し尿処理計画の更新 

・し尿収集・運搬・処理能力の確保、し尿収集 

業務管理 

 
 

し 

尿 

処 

理  し尿処理担当 

  

 〇〇〇センター 

 〇〇〇係 

・仮設便所や一般家庭等から収集されたし尿の 

処理 

 ・し尿処理施設の保守管理 

 がれき処理計画担当 

  

  

 〇〇〇〇〇課 

  

  

 ・がれきの発生量推計 

 ・がれき処理計画の更新 

・がれき再利用・再資源化、処理・処分の能力 

確保 

 建物解体撤去事務担当 

  

  

 〇〇〇〇〇課 

  

  

 ・解体撤去、搬出・運搬の指針 

・建物の解体撤去に関する申請受付、業者への 

発注、支払及び国庫補助事務 

 がれき仮置場担当 

  

 〇〇〇センター 

 〇〇〇係 

 ・仮置場の開設準備、周辺環境対策 

 ・仮置場の運用計画 

 がれき処理担当 

 （所有の施設による 

 処理） 

 〇〇〇センター 

 〇〇〇係 

 

 ・がれきの再利用・再資源化 

 ・がれきの中間処理・最終処分 

 

 
 
 
 

が   

れ 
 

き 
 

処 
 

理 

 がれき委託処理担当  〇〇〇〇〇課  ・がれきの民間業者等に対する委託調書 

注：担当課等は中心となるものを示しており、必要に応じて臨時編成体制により業務に当たる。 
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  ２ 地震発生時の連絡方法等 

    (1) 災害対策本部との連絡 

震災廃棄物の処理に関する市（町・村）の災害対策本部への報告及び災害

対策本部からの情報収集は、総務担当に連絡担当者を置いて行う。 

(2)  県との連絡 

総務担当の連絡担当者は地震発生後ただちに県資源循環推進課と連絡を

とり、連絡担当者を確認する。ごみ処理計画担当及びし尿処理計画担当を通

じて、ごみ及びし尿処理施設の被災状況を把握し、県資源循環推進課に報告

する。 

(3)  近隣市町村との連絡 

総務担当の連絡担当者は、近隣の市町村の清掃関連部署の連絡担当者と連

絡をとり、情報交換を行う。 

(4)  庁内関係部課室との連絡 

総務担当の連絡担当者は、震災廃棄物の処理を進める上で必要な事項につ

いて、関係する部課室と連絡をとり、情報交換及び対策の調整を行う。    

    表２－２ 震災廃棄物処理について関係する部課室との連絡調整内容 

関係部課室 連 絡 調 整 内 容 

 防 災 部 課 室 仮設便所の配置、その他震災対策関係 

下 水 道 部 課 室 下水道及び下水道終末処理場の被災状況 

総 務 部 課 室 家屋の解体撤去申請に伴う家屋調査及び罹災証明関係 

広 報 広 聴 課 室 住民への広報関係 

     注：仮置場の設置は関係部課室と協議の上、進める。 

(5)  廃棄物処理業者等関係団体との連絡 

総務担当は、委託廃棄物処理業者及び応援協定を締結している関係団体と

連絡をとり、情報交換及び対策の調整を行う。 

３ 支援の要請と受入方法 

 支援の要請及び受入の連絡調整は、総務担当が窓口になり行う。 

 総務担当はごみ処理、し尿処理、がれき処理の各担当から支援の必要性を把握

し、要請内容を整理し「災害時における千葉県内市町村間の相互応援に関する基

本協定」及び「災害時における廃棄物処理施設に係る相互援助協定」に基づき他

市町村に応援の要請をする。この場合、複数の市町村に同時に要請をする場合は

県に要請依頼をしてから行い、個別に依頼する場合は、県にその内容を報告する。 

 また、他の市町村からの支援の申し出は総務担当が窓口となり、支援要請内容

の調整を行うとともにその状況を県に報告する。 

現在締結されている他の市町村等との相互援助協定は以下のとおりである。 

 (1)  災害時における千葉県内市町村間の相互応援に関する基本協定 
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県内の地域に災害対策基本法に規定する災害が発生し、被災市町村のみで

は十分な応急、復旧対策を実施できない場合において、市町村相互の応援が

迅速かつ円滑に実施されるよう、県内の全ての市町村が相互に協力すること

を確認し、ごみ・し尿等の処理のための施設の提供などの相互応援に関する

基本的事項を定めている。援助を必要とする市町村は応援可能な他の市町村

に戸別に要請する場合は独自に要請し、複数の市町村に応援を要請する場合

は被災市町村が県に要請依頼を行い、県が他の市町村に要請の伝達や応援の

調整を行う。 

 (2) 県内８０市町村２２一部事務組合間における「災害時等における廃棄物処 

理施設に係る相互援助細目協定書」 

県内の全市町村及び２２一部事務組合と災害時等における相互援助細目協

定を締結している。本協定は災害時等におけるごみ、し尿及びがれきの処理 

業務に係る相互援助協力体制を作るための必要な事項を定めている。 

 (3)  ごみ処理に係る緊急時応援協定 

市（町、村）内の廃棄物処理業者が構成する◯◯◯協会と大規模地震等の

緊急時において、ごみの処理に係る収集運搬等車両の提供などの応援協定を

締結している。 

 (4)  し尿処理に係る緊急時応援協定 

市（町、村）内のし尿処理業者が構成する◯◯◯協会と大規模地震等の緊

急時において、し尿の収集運搬に係る車両等の提供などの応援協定を締結し

ている。 

４  住民等への広報 

震災時の混乱を抑制し、膨大に発生する廃棄物を迅速かつ適正に処理するため、

廃棄物処理に関する情報を関係者、住民に周知するために次の内容の広報を行う。 

広報方法は、公共通信媒体（テレビ、ラジオ、新聞等）を通じて行うほか、チ

ラシ、貼り紙、広報宣伝車、インターネット等を同時に利用して周知徹底を図る。 

●通常の収集ごみの排出方法、収集ルート及び日時の変更 

●がれきの処理方法 

●仮置場の設置状況 

●仮設便所の使用上の注意及び維持管理等 

●カセットボンベ等の排出方法 

なお、平常時からの住民、行政、関係団体等との相互協力を図るため、平常時

において次の事項について啓発活動を行う。 

●震災時の生活ごみ、粗大ごみ等の排出方法 

●建築物の解体に伴う廃棄物の処理方法 

●リサイクルの推進 
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●震災時（緊急時、復旧・復興時）における広報方法 

  第２章 がれきの処理 

 第１節  基本方針 

１ 国庫補助を受けて、市（町、村）の事業として解体撤去を行う場合の対象建物

は個人所有の住宅及び中小企業者の事業所とする。ただし、地震発生後、国にお

いて国庫補助の対象が決定され、上記の対象建物に変更があった場合には、それ

によるものとする。   

  ※ 本モデル計画では、阪神・淡路大震災における取り扱いを想定して上記の

とおり記述しているが、市（町、村）の実情等により、上記以外の建物を

対象とすることを妨げるものではない。 

２ 国庫補助を受けて、市（町、村）の事業として行う解体撤去は、所有者からの

申請に基づき、市（町、村）が民間業者にその解体撤去と仮置場への運搬を発注

する。発注は、市（町、村）と業者との間の直接契約とする。 

３ がれきの処理の効率化、リサイクルの向上のため、 

①木質系（柱、板等） 

②金属（鉄筋、鉄骨、サッシ等） 

③コンクリート（３０ｃｍ程度以下） 

④可燃雑（紙、畳、布団等） 

⑤その他不燃物（瓦、レンガ、ガラス、アスファルト、土砂、石等） 

⑥以上を最大限分別した後の混合廃棄物  

の６区分に分別する。このため解体撤去時から分別の徹底を図る。 

４ がれきの再利用・再資源化、中間処理あるいは最終処分するまでに一時的に保

管するための仮置場を確保し、運用する。   

５  がれきの再利用・再資源化を可能な限り推進し、最終処分の削減を図る。 

 

第２節 がれきの発生量 

１  がれき発生量の推計方法 

がれきの発生量は、県計画指針に示されている次の式により推計する。  

      （推計式） 

 がれきの発生量＝解体棟数×平均延床面積×がれきの発生原単位 

    〇解体棟数：震災時の損壊建物の構造別の大破、中破、焼失の棟数 

    〇平均延床面積：解体建物の構造別に設定 

    〇がれきの発生原単位：構造別の単位延面積当たりがれきの発生量 

   発生量＝（建物の大破棟数×１棟当たり平均延床面積×発生原単位） 

      ＋（建物の中破棟数×１棟当たり平均延床面積×発生原単位） 

      ＋（建物の焼失棟数×１棟当たり平均延床面積×発生原単位） 
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なお、建物の大破、中破、焼失棟数は、県の「直下型地震等対策調査追加調査

報告書（８年３月）」に基づき表２－３のとおりとした。また、がれきの発生原

単位は、県策定指針に示された原単位を用いた。その発生原単位等は表２－４の

とおりである。 

   表２－３ 千葉県○○○地震における建物の大破、中破及び焼失棟数 

構 造 総 棟 数 大  破 中  破 焼  失 

木 造 建 物     

鉄 筋 系 建 物     

鉄 骨 系 建 物     

合 計     

    

 

 

 

 

２－４ 発生量推計に用いた建物の構造別１棟当たり平均延床 

面積と廃棄物の延床面積当たり発生原単位 

がれきの発生原単位 

構  造 

平均延べ 

床面積 

  (㎡) 
可燃物系 

(ｔ) 

不燃物系 

(ｔ) 

大 破 0.194 0.502 

中 破 0.097 0.251 木   造 

焼 失 

○○．○ 

0.0582 0.502 

大 破 0.12 0.987 

中 破 

 

○○．○ 0.06 0.4935 
鉄筋コンク

リート 造 
焼 失  0.036 0.987 

大 破 0.082 0.63 

中 破 0.041 0.315 鉄 骨 造

焼 失 

○○．○ 

0.0246 0.63 

注１ 平均延床面積：固定資産台帳により設定。 

注２ がれきの発生原単位：兵庫県（阪神・淡路大震災結果）の数値を基に設定。 

 

２ がれきの推計発生量 

上記の方法に基づき、千葉県〇〇〇地震により建物から発生するがれきの発生

量を表２－５のとおり推計した。 
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表２－５ 千葉県○○○地震の場合におけるがれきの推計発生量 

  区      分   発  生  量 

  可 燃 物 系         千ｔ 

  不 燃 物 系         千ｔ 

   合   計         千ｔ 

 

第３節 仮置場の必要面積 

１ 仮置場の必要面積の推計方法 

     仮置場の必要面積は、県処理指針に示されている次の式により推計する。 

  （推計式） 

仮置場の必要面積 

＝仮置量／見かけ比重／積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

 

仮置量＝がれき発生量－年間処理量 

 

年間処理量＝がれき発生量／処理期間 

見かけ比重：可燃物０．４（ｔ／ｍ３）、不燃物１．１（ｔ／ｍ３） 

積み上げ高さ：５ｍ 

作業スペース割合：作業スペース割合１００％ 

２ 推計のための前提条件 

試算のための前提条件を次のとおり設定した。 

 ●震災時に発生したがれきは全て仮置場に搬入し、一時的に保管することとする。 

なお、仮置場の面積は、図に示すように処理期間に平均的に仮置場から搬出

される量を考慮し、仮置量が最も多くなると想定される時点の仮置場の必要面

積を算出することとする。 

  ●阪神・淡路大震災の実績により粗大ごみは約１年で平常時の発生量に戻ること、

また、仮置場に長期保管せず粗大ごみ処理施設に搬出することから仮置場の面

積を算出する際に粗大ごみの量は加えないこととする。 

 ●解体撤去期間（震災発生時点から家屋等を解体し、解体現場から仮保管場所等

に撤去し終るまでの期間）は、阪神・淡路大震災を例に１年間とする。 

●処理期間（震災発生時点からすべての処理を終了するまでの期間）は、がれき

のリサイクルを最大限重視し、阪神淡路大震災で最も処理期間を要した神戸市

の実績から３年とする。 
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 ※ 解体撤去期間及び処理期間については、仮置場の確保のため設定したもの

であり、震災時は地震による被害の状況、がれきの発生量等を踏まえ、地域の

復旧・復興の総合的観点からその期間を設定するものとする。 

             仮置量と撤去・処理期間の関係 

 

   解体・撤去期間（１年）        

 

              

    

          

 

 

 

 

 

 

 

            処理期間（３年） 

 

３ 推計発生量に基づく仮置場の必要面積 

上記の方法及び前提条件に基づき、千葉県〇〇〇地震におけるがれき処理に必

要な仮置場の必要面積を表２－６のとおり算出した。 

 表２－６ 千葉県〇〇〇地震におけるがれき処理に係る仮置場の必要面積 

区  分

 

 

発 生 量 

ｔ 

年 間

処 理 量

ｔ 

仮 置 量

ｔ 

見 か け

比 重 容  量 

積 み 上

げ 高 さ 

㍍ 

仮置場の必

要 面 積

㎡ 

可燃物系 
    

 
  

不燃物系 
    

 
  

計 
 

 

 

 

 

 

 
          仮置量 
仮置場への       ＝発生量―年処理量 
搬入量                 
 
 
                仮置場からの搬出量＝処理量   
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第４節 がれき処理計画 

１  仮置場の配置と搬入ルート 

(1)  仮置場の配置 

現在選定しているがれきの仮置場は次のとおりである。 

  地  区     名    称    所 在 地     面     積  

〇〇地区   仮置場Ａ 
 〇〇－〇〇  

  

 〇〇，〇〇〇 ㎡  

 （総面積〇．〇ha のうち）

〇〇地区   仮置場Ｂ 
 〇〇－〇〇  

 

 〇〇，〇〇〇 ㎡  

 

〇〇地区   仮置場Ｃ 
 〇〇－〇〇  

 

 〇〇，〇〇〇 ㎡  

 

仮置場の合計面積は〇〇，〇〇〇㎡あり、建物の解体から発生するがれき

の約７割を仮保管できる面積となっている。建物の解体から発生するがれきを

全て仮置するとすれば、その必要面積は〇〇，〇〇〇㎡となるが、仮置場へ搬

入する一方で、再利用・再資源化あるいは中間処理のために搬出されるので、

発生量の約７割の仮置場を確保した。 

これは、仮置場の確保について撤去期間（地震発生時点から家屋等を解体

し、がれき等を現場から仮置場等に撤去し終わるまでの期間）を１年（阪神・

淡路大震災を例に）、処理期間（地震発生時点から全ての処理を終了するまで

の期間）を３年（がれきのリサイクルを重視することと併せ、阪神・淡路大震

災において最も処理期間が長かった神戸市の実績から処理期間を設定）に目標

を設定して算出した結果、がれきの全発生量を仮置するために必要な面積の約

７割を確保したものである。 

今後、震災規模や処理期間等によっては追加的な仮置場を確保する必要が

あるため、未利用地を利用した仮置場の確保を進める。 

(2)  搬入ルート 

仮置場Ａへは、原則として〇〇地区及び〇〇地区のがれきを搬入する。搬

入ルートはＡ地区の国道〇〇号線を通り搬入する。 

仮置場Ｂへは、〇〇地区及び〇〇地区の一部のがれきを搬入し、搬入ルー

トは国道〇〇号線を利用する。   

仮置場Ｃへは、〇〇地区の一部のがれきを搬入し、搬入ルートは県道〇〇

号線を利用する。 

 

 

 



 

- 44 - 

 

２ 再利用・再資源化及び処理能力の確保 

(1)  処理施設の能力 

   市（町、村）の所有するごみ処理施設の能力は次のとおりである。 

 施設の種類   処理能力等  

 可燃性粗大ごみ破砕施設  〇〇ｔ／日 

 不燃物処理施設 

 粗大ごみ処理設備   

 びん・缶選別設備    

 

 

 〇〇ｔ／日 

 びん類    〇〇ｔ／日 

 缶 類    〇〇ｔ／日 

 焼却施設 

 Ａ焼却場（２炉）   

 Ｂ焼却場（１炉）   

   合   計 

 

 〇〇〇ｔ／日 （〇〇〇ｔ／日×２炉） 

 〇〇〇ｔ／日 

 〇〇〇ｔ／日 

 埋立処分場 

 〇〇埋立処分場     

  

  

  

 埋立対象物  一般廃棄物の焼却残渣及び不燃物 

 総面積   〇〇，〇〇〇㎡ 

 埋立容量  〇〇〇，〇〇〇ｍ3 

 残余容量  〇〇，〇〇〇ｍ3（平成 年 月現在） 

 埋立開始年月  昭和〇〇年〇月 

 (2)  民間の再利用・再資源化及び処理施設の能力 

①コンクリート塊の破砕施設 

再生利用を目的とした建設廃材（主としてコンクリート塊）の破砕を行っ

ている民間の再資源化施設は、市（町、村）内に〇施設ありその処理能力は合

計〇〇〇ｔ／日である。また、近隣の市町村にも〇施設あり、処理能力は合計

〇〇〇ｔ／日である。これらを合わせると〇〇〇ｔ／日となる。 

②木くず等の焼却処理施設 

木くず等の焼却を行っている民間の処理施設は、市（町、村）内に〇施設

ありその処理能力は〇〇〇ｔ／日である。 

 (3)  震災時に確保すべき能力 

コンクリート塊の発生量が約〇〇万トン（「大都市圏震災廃棄物処理計画作

成の手引き」（平成１２年３月厚生省）により建築物から発生する廃棄物の発

生率を３７％と想定した。）と想定され、これらの再利用・再資源化等を図る

ためには 民間破砕処理施設の確保を図る必要がある。これを上記民間破砕処

理施設で処理した場合は、約〇〇日で処理できる（稼働率を約７割と仮定）も

のと考えられるので、民間の施設を積極的に活用する。民間の施設確保が困難

な場合は、緊急処理施設（破砕機）を設置する。 

木くず等の可燃物は発生量が約〇〇〇〇トンと推計され、木くずのうち柱

等の程度のよいものは再使用を図り、これ以外の木くずはチップ化など再利

用・再資源化を図るため、民間の再資源化施設を確保し、積極的に活用する。
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民間の施設確保が困難な場合は、緊急処理施設（チップ化）を設置する。 

また、木くずの再資源化以外の可燃性の災害廃棄物の焼却能力の確保が重

要な課題となる。再利用・再資源化後の焼却処理量を可燃性廃棄物の３６％（木

くず等のリサイクル率を建設副産物の実態調査における木くずのリサイクル

率（建設省調査）から６４％として仮定）とした場合約〇〇〇〇トンと想定さ

れ、市（町、村）の現有焼却施設では、一般廃棄物を処理した上での余剰能力

は、〇〇ｔ／日程度であり、これに上記の民間焼却施設で処理した場合（稼働

率を７割と仮定）約〇〇日で処理できると考えられるので、民間の焼却施設を

積極的に活用する。民間の施設確保が困難な場合は他の市町村に応援の要請を

する。 

再利用・再資源化のために民間施設を使用することを想定し、民間施設に関

する情報収集を行うとともに、震災時における活用について体制整備を図る。 

 

３  国庫補助を受けて解体撤去を行う場合の実施体制 

(1) 解体撤去の実施手順 

家屋の解体撤去は、以下の手順に従って行う。 

①建物の所有者からの解体撤去申請の受付 

②り災証明及び固定資産台帳による建物面積等の確認 

③家屋の被害程度などに関する現地調査 

④解体撤去の決定及び危険性、公益性から解体撤去の優先度の設定 

⑤解体業者への発注 

⑥解体撤去作業の完了確認 

⑦解体業者への支払い 



 

- 46 - 

図 2－２ 解体撤去の実施手順フロー図 
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(2)  担当係の設置と分担業務 

解体撤去に関する事務を行うため家屋解体撤去事務担当として、次の係を

設置し、業務を分担する。 

①申請受付担当係 申請書類の準備、申請の受付 

②調査担当係   家屋の被災程度の確認などの現地調査        

③工務担当係    解体業者への発注仕様書の作成、発注契約、解体撤去作業  

の完了確認   

④経理担当係   解体業者への支払業務 

４ 解体撤去の指針 

(1)  解体撤去作業の進め方 

解体業者は市（町、村）の定めた解体順序に従って解体作業を行う。解体

撤去に当たっては、所有者の立会を原則とする。 

 (2)  解体撤去時の分別 

がれきの処理の効率化、リサイクルの向上を図るため、解体撤去時は次に

示す分別区分に従って分別し、搬出車両に搭載する。極力分別を行い、混合廃

棄物の発生量を最小限に抑える。 

①木質系（柱、板等） 

②金属（鉄筋、鉄骨、サッシ等） 

③コンクリート（３０ｃｍ程度以下） 

④可燃雑（紙、畳、布団等）    

⑤その他不燃物（瓦、レンガ、ガラス、アスファルト、土砂、石等） 

⑥以上を最大限分別した後の混合廃棄物  

 (3)  解体撤去時の周辺環境対策 

解体撤去時は周辺環境に及ぼす影響を最小限にするよう、次の事項を配慮

し、対策を講じる。 

①解体時の騒音、振動の抑制に配慮する。 

②解体時の粉塵の発生を最小限に抑える。    

③アスベストを使用した建築物の解体撤去の際は、「既存建築物の吹付けアス

ベスト粉じん飛散防止処理技術指針」（建設省住宅局建築指導課、建設大臣

官房官庁営繕課監修、昭和６３年日本建築センター発行）及び「建築物解体

等に伴う石綿飛散防止対策について」（環境省環境管理局大気環境課）等に

準じて、アスベストの飛散防止措置を講じる。 

５ 搬出・運搬の指針 

(1)  搬出・運搬時の分別の保持 

解体時に分別されたものは、その分別を保って搬出し、分別区分ごとに定

められた仮置場に搬入する。分別が不十分なものは仮置場への搬入を認めない
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ので、分別区分に従って積載する。 

 (2)  指定運搬ルートの遵守 

市（町、村）が解体家屋の存在する地区ごとに仮置場までの運搬ルートを

定め、これを遵守して運搬する。 

(3) 搬出・運搬時の廃棄物の飛散、落下の防止 

運搬中に廃棄物が落下、飛散しないように配慮して積載する。必要に応じ

て荷台に幌、シートを被せ、運搬中の飛散、落下を防止する。 

 (4)  仮置場での搬入指示の遵守 

仮置場入口及び場内では搬入車両向けに掲示された指示などに従って搬入

する。 

 (5)  搬出・運搬時の周辺環境対策 

アスベストを含む解体材の搬出・運搬は、「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」及び「建設・解体工事に伴うアスベスト廃棄物処理に関する技術指針」

（厚生省水道環境部産業廃棄物対策室監修、昭和６３年）に従って、密閉、飛

散防止措置を講じ、適正な搬出・運搬を行う。 

６ 仮置場の運用計画 

 (1)  仮置場への受入条件 

●仮置場に受け入れる廃棄物は、市（町、村）の事業として解体撤去した建物

から発生する廃棄物に限る。 

●仮置場入口で市（町・村）の発行する搬入許可券の提示を求め、市（町、 村）

の発注による解体撤去したものであることを確認した上で搬入を認める。 

●搬入許可券の提示がないなど、発生現場が不明確な場合は、搬入を認めない。 

●分別がされていない、あるいは分別が不十分な場合は搬入を認めない。 こ

れら分別が不十分な廃棄物は再度分別を要請する。 

 (2)  仮置場での分別保管 

●仮置場内に分別区分ごとの受入区域を設定し、受け入れる。 

 (3)  仮置場での搬入・搬出管理 

●各仮置場では日報を作成し、搬入台数、ごみの種類別の搬入量、中間処理量、

搬出量等を記録する。 

●受付では各搬入車両の書類確認、積載物のチェックを行う。 

 (4)  仮置場での安全保管対策 

●仮置場での廃棄物の積み上げ高さは５メートル以下とする。積み上げる際は

重機を用いて廃棄物を安定させ、崩落を防ぐ。  

●木くず及びその他の可燃物の仮保管は、火災が発生しないよう適切な対策を

講じるとともに、仮置場には消火器等を設置する。 

 (5)  搬入の際の車両の誘導 
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●仮置き場の入口及び場内に場内ルートを示す地図を掲示したり、地図を配布

することにより、搬入車両の円滑な動きを誘導する。 

●場内ルートを整備し、標識などを設置して交通事故の防止を図る。    

●円滑な搬入を図るため、必要に応じて仮置場に車両誘導員を配置する。 

 (6) 周辺環境対策 

●仮置場における作業が周辺環境へ影響を及ぼすことを防止するため、周囲に 

 飛散防止ネット・防音シートの設置を行う。 

●仮置場の入口周辺で車両が渋滞する場合は、騒音や排気ガスによる周辺住民

への影響を防止するよう適切な対策を講じる。 

●廃棄物の積み降ろし及び積み上げの際に粉塵の発生が著しい場合は、散水に 

 より粉塵の飛散を抑制する。場合によっては臭気対策として消臭剤の散布を 

 行う。また降水時の排水への対応を行う。 

●仮置場での作業は、立地環境等に十分注意し、振動、騒音等による周辺への

影響を考慮して、深夜、早朝の作業は極力控えるなどの対策を図る。 

７  再利用・再資源化施設、処理施設、処分場への輸送手段 

仮置場から再利用・再資源化施設、処理施設及び処分場への廃棄物の輸送は、

市（町、村）又は委託業者の所有する車両により輸送する。 

８  がれきの再利用・再資源化、処理対策 

 (1)  木くずの再利用・再資源化対策  

木くずは、柱等の程度の良いものは直接再使用を図り業者に引き取りを依

頼し、これ以外のものはチップ化による再資源化を基本とし、再資源化業者の

確保を図る。再資源化業者の確保が困難な場合や発生状況により破砕（チップ

化）能力の強化が必要な場合は、仮置場等に臨時の破砕機を導入する。再資源

化が困難な場合は焼却による処理を行う。 

 (2)  その他の可燃物の処理対策 

その他の可燃物は、全量焼却し、減量化を図る。再資源化できない木くず

及びその他の可燃物の処理能力を確保するため、民間処理施設を確保し、積極

的に活用する。民間の処理施設の確保が困難な場合は、他の市町村に応援の要

請をする。 

 (3)  コンクリート塊の再利用・再資源化対策 

コンクリート塊は、民間業者による破砕能力の確保を図ることとしている

が、確保が困難な場合や発生状況により破砕能力の増強が必要な場合は、仮置

場に臨時のコンクリート破砕機を導入する。 

 (4)  金属くずの再利用・再資源化対策 

金属くずは、金属再資源化業者に引取依頼をすることを原則とし、依頼先

業者の確保を図る。 
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 (5)  その他不燃物の処理対策 

その他不燃物は、陶器くず、ガラスくず、瓦くずなどの混合物であり、廃

棄物の早期処理を図る上からは再資源化が困難なため、破砕により減容後、埋

立処分を行う。その他不燃物の処理能力確保のため、仮置場に臨時の破砕機を

導入する。 

 (6)  混合廃棄物の処理対策 

混合廃棄物は、再選別し資源化を図ったうえ、残った可燃物は焼却後埋立

処分し、不燃物は埋立処分する。再選別については民間業者を確保する。 

 (7)  周辺環境対策 

仮置場等に臨時の緊急用処理施設を設置する場合は、広さや周辺の立地条

件等を考慮し、設置する種類・能力について検討を行うとともに、騒音、振動

等による周辺環境への影響に配慮する。 
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 第３章 粗大ごみ、生活ごみの処理 

第１節 基本方針 

１ 粗大ごみ 

(1) 平常時の収集・処理体制を基本として、市（町、村）（とその委託業者）が

収集を行い、次の方法で処理する。 

(2) 粗大ごみは、市（町、村）の所有する粗大ごみ処理施設、焼却施設、その他

施設及び処分場において処理・処分を行うことを原則とする。 

〇粗大ごみ 大型の可燃ごみは〇〇施設で破砕し、その後焼却する。 

大型の不燃ごみは〇〇施設で圧縮し、その後埋立処分する。 

(3) 施設損壊や停電、断水等により施設が稼動不能の場合は、その損壊の程度と

復旧の見通しを考慮して、一時保管（施設復旧後に市（町・村）の施設で処理

する。）あるいは、他の市町村に応援の要請をする。また、粗大ごみの発生量、

処理期間などから処理施設の能力の増強が必要な場合は、臨時の破砕機を導入

する。 

(4) 粗大ごみは、地震発生後一時的に排出が増大すると予測されるため、収集頻

度、体制を実情に応じて検討する。被災程度の違いにより地区別に異なった対

応を検討する。 

(5) 家屋の解体に先立って排出されるものは、集積場を指定する。 

(6) 住民が直接現有施設に搬入することも通常どおり受け付けする。 

２ 生活ごみ 

(1) 平常時の収集・処理体制を基本として、市（町、村）とその委託収集事業者

が収集を行い、次の方法で処理する。 

(2) ごみは、市（町、村）の所有する焼却施設、その他施設及び処分場において

処理・処分を行うことを原則とする。 

①可燃ごみ 〇〇〇〇清掃工場で焼却の後、残渣はエコセメント製造施設で再

資源化する。 

②不燃ごみ 〇〇処分場に搬入し、埋立処分する。 

(3) 施設損壊や停電、断水等により施設が稼動不能の場合は、その損壊の程度と

復旧の見通しを考慮して、一時保管（施設復旧後に市（町・村）の施設で処理

する。）あるいは、他の市町村に応援の要請をする。 

通常の排出・収集が可能な地域と道路の普通や渋滞等により収集効率が低

下する地域がある場合は、必要に応じて排出場所、排出日時の変更・指定をす

る等の検討を行う。また、被害の状況によっては、地域別に異なる対応を検討

する。 

(4) 道路の不通や渋滞等により収集効率が低下する場合は、優先的に処理する必

要がある生ごみ等の可燃ごみ以外の不燃ごみ、粗大ごみを各家庭で一時的に保
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管し市（町・村）の処理方針に応じて排出するよう、住民に協力を呼びかける。 

ごみの分別区分は平常時と同様とする。但し、資源ごみ（びん・缶類、Ｐ

ＥＴボトル、紙類等）の回収は、地震発生直後の応急時はその重要度や意義を

考慮して実施について（可燃物の回収を優先的に行うための一時的な資源ごみ

の回収の休止）検討する。 

 

第２節 粗大ごみ発生量 

１ 粗大ごみ発生量の推計方法 

震災時に一時的に増加する増加分の粗大ごみの発生量は、県策定指針に示され

ている次の式に基づき推計する。 

 （推計式） 

粗大ごみの発生量（増加分）＝被害棟数×粗大ごみ発生原単位 

    ＝｛大破棟数＋（中破棟数×０．６）｝×粗大ごみ発生原単位 

   震災時の粗大ごみ増加分の発生原単位 

粗大ごみ増加分の発生原単位 １．０３ｔ／棟 

注１ 粗大ごみ発生原単位は、阪神・淡路大震災の際の神戸市の粗大ごみの排

出状況から増加総量／被害棟数により算出したものである。 

注２ 被害棟数は、大破棟数＋中破棟数×０．６と設定し、この場合の１棟当

たりの発生量を単位として用いた。 

注３ この場合の発生原単位は、実際に大破家屋１棟から粗大ごみ１．０３ト

ンが発生するという意味ではなく地震による粗大ごみの増加分の発生量は

家屋の被害程度に比例すると仮定し、被害棟数を示し指標として用いたも

のである。 

２ 粗大ごみの推計発生量 

上記の方法に基づき、千葉県〇〇〇地震における地震時に増加する粗大ごみの

発生量を表２－７のとおり推計した。 

 表２－７ 千葉県〇〇〇地震における粗大ごみの増加分の推計発生量 

  地震による粗大ごみの発生量 

（増加分） 

通常時の粗大ごみ発生量 

   （１日当たり） 

              ｔ                 ｔ

 

第３節  生活ごみの発生量 

生活ごみの発生量は、県策定指針により平常時と同等とし、１日〇〇〇ト

ンと推計した。 

しかし、震災時の生活ごみは、プラスチック包装材やＰＥＴボトルなどの

成分が増加することが予想される。 
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第４節 粗大ごみ、生活ごみ処理計画 

１  処理施設及び収集能力 

(1)  処理施設能力 

市（町、村）の所有するごみの破砕、焼却能力は第２章第４節２（１）に

示したとおりである。 

 (2)  施設の点検 

 地震発生後、焼却施設の建物、焼却炉本体、ごみ投入設備及び排ガス・排水

処理設備など付帯設備の損壊、電流系統、用水の確保状況や配管の点検を行い、

損壊あるいは支障の有無、損壊や支障が認められる場合はその状況を速やかに

総務担当に報告する。 

可燃性粗大ごみ破砕施設、不燃物処理施設も同様に点検を行い、損壊ある

いは支障の有無、損壊や支障が認められる場合はその状況を速やかに総務担当

に報告する。 

埋立処分場は、地盤の変形の有無、感知器等による遮水シート損壊の有無

及び付帯施設の損壊の状況を点検し、上記と同様に総務担当に報告する。 

(3) 収集能力 

市（町、村）が所有するごみ収集車両及び市（町、村）の委託業者が所有

し、通常時のごみの収集作業を行っている車両数は表２－８のとおりである。 

また、委託業者が通常時の契約以外に所有する車両台数及び市（町・村）

と緊急相互応援協定を締結している会社の所有する車両台数を併せて表２－

８ に記載する。 

(4) 震災時に補完すべき能力 

地震発生後のごみ（粗大ごみを除く。）の量自体の大幅な増加はないと考え

られるが、道路の不通や渋滞により収集効率が通常時より低下することから、

委託業者及び緊急時相互協定締結会社に協力を依頼し、機械車の調達を図る。 

粗大ごみは、地震発生後に単位期間当たりの発生量として、４倍程度まで

増加（阪神・淡路大震災における神戸市の例 表２－９）すると予測され、収

集車両の大幅な確保が必要となる。表２－８に示すように、通常時のクレーン

付きダンプ車〇台に加え、委託業者及び他の業者から追加調達して収集する。 

また、粗大ごみの処理については、発生量や処理期間等から処理能力の増

強が必要な場合は〇〇〇に緊急処理施設（破砕機）を設置する。そのため、緊

急処理施設に関する情報収集を行うとともに、震災時における活用について体

制整備を図る。 
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   表２－８ ごみ収集車両の通常時稼働台数と緊急時の調達可能台数 

 

  

  車     種  

  

積 載 量

  

 （ｔ）

市 （ 町 ・村 ）

所有台数 

  

 委託業者 

 通常時契約

台数 

 委託業者 

 緊急時調達

可能台数 

 相互協定締

結 協 会 調 達

可能台数 

     

      機 械 車 

     

 ｸﾚｰﾝ付きダンプ車      

     

      ダンプ車 

     

 パワーショベル      

 ブルドーザー      

ショベルローダー      

 トラック      

 連絡車      

  合 計 
     

 

     表２－９ 神戸市一般廃棄物の発生量の前年同月比 

                           （単位：％） 

  １月  ２月  ３月  ４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月 10 月 

 生ごみ    85   106   100   94   97   110   96   93   93  96

 荒ごみ   228   458   238   140   141   153   133   125   115   118

出典：大都市圏震災廃棄物処理計画作成の手引き（厚生省、平成１２年） 

 

２  ごみ収集・運搬体制 

●地震発生時は、最大で〇〇か所の避難所が開設され、これら避難所に避難す

る人の生活から排出されるごみの収集が生じる。避難所で発生するごみの収

集は、平常時のごみ収集ルートに避難所を組み込んで行う。 

●収集ルートは平常時のルートを基本とするが、道路の不通などにより平常時

より収集効率が低下することを考慮して、機械車を平常時の倍程度確保し、

ルート前半と後半に分担して収集する。 



 

- 55 - 

●ごみの分別は平常どおりとする。不燃ごみはＯＯセンターの不燃ごみ処理施

設に搬入し、選別及び圧縮処理を行う。 

●粗大ごみは、一時的に大幅に増加するため、期限を区切って一時的に収集方

法を変更し、市（町村）が指定する集積所から収集する。このため、粗大ご

みの排出方法等について住民に広報する。 

３  ごみ処理体制 

 (1)  処理フロー 

 ごみ処理フローは、図２－３のとおりとし、基本的には通常時と同様とする。 

ただし、粗大ごみの増加に対応するため、粗大ごみの仮置場を設け、一時

的に保管した後、破砕施設等で順次処理する。 

可燃ごみは生ごみを含むため、貯留しないで収集後直ちに焼却する。可燃

性粗大ごみの破砕物も焼却するが、生ごみを含む可燃ごみの焼却を優先して行

い、余力に応じて可燃性粗大ごみの破砕物を焼却する。      

 

図２－３ ごみ処理フロー 

  可燃ごみ 

  

 
○○清掃工

場焼却施設

 焼却残渣 

  

  

                        

可燃性残渣 

 

 粗大ごみ 
  

 

 粗大ごみ 

 仮置場  

可燃性 

粗大ごみ 

  

   

 可燃性粗大ごみ

 破砕施設    
 
 

 
    不燃性粗大ごみ 

 
 不燃ごみ 

  

  
 破砕施設

   

  

不燃性 

残渣 

                      

埋立処分場

                      

 資源ごみ 

  

  

 

選別施設   資源物回収 

 

       不燃性残渣 

 

 

エコセメン

ト製造施設 
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(2) 施設損壊時の処理体制 

市（町・村）清掃工場等一般廃棄物の処理施設耐震化、不燃堅牢化を進め、

施設の損壊を防止する。施設損壊の場合は、早急に復旧させる。 

地震による停電、断水に備え、非常用自家発電設備等の整備や機器の冷却

水等に利用する水の確保を図る。（河川水を使用する場合、取水地点、取水方

法等について河川管理者と協議しておくことが望ましい） 

施設損壊等により稼働不能な場合は、他市町村に応援の要請をする。 

 (3)  再利用・再資源化対策 

地震発生後もびん、ＰＥＴボトル、缶類等を分別収集し再資源化を行う。

避難所からのごみ排出も同様に分別収集を行う。 

なお、資源ごみの回収は、地震発生直後の応急時は重要度や意義を考慮し

て実施について検討し、可燃物の優先的な処理のため一時的な回収の休止を行

う場合は各家庭での一時保管の協力を要請する。 
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 第４章 適正処理が困難な廃棄物の処理 

第１節 適正処理が困難な廃棄物の範囲 

適正処理が困難な廃棄物の範囲は、震災時における建物の解体撤去及び一般

家庭から排出される廃棄物のうち、有害廃棄物等市（町・村）の施設では適正

な処理が困難なものをいう。現在、市（町・村）では収集・受付をしていない

ものは次のとおりである。 

      ①マットレス、タイヤ 

②ピアノ、オルガン、エレクトーン 

③バイク 

④消火器 

⑤ボンベ類（プロパン、酸素、その他） 

⑥大型農機具 

⑦液体（オイル、シンナー、農薬） 

⑧産業廃棄物、医療系廃棄物 

 

第２節 適正処理が困難な廃棄物の処理方針 

(1) 産業廃棄物に該当するものは、平常時と同様に事業者の責任において処理

するものとする。ただし、中小事業者であって、建物の倒壊等により事業所

内からの搬出が困難な場合は、建物の撤去時に搬出するよう方法を講じる。

このため産業廃棄物が解体撤去の対象建物内に残存している場合は、建物の

解体撤去申請時にその旨を届け出るものとする。この場合においても、産業

廃棄物の搬出、処理は事業者が行うものとする。 

(2) 一般家庭から排出される適正処理が困難な廃棄物は、地震発生時に排出の

増加が予想されるため初期段階からその適切な処理方法等を住民に広報す

るものとする。 

また、相談窓口を設け、平常時の対応と同様に業者への引取依頼などの適

切な方法を指導するものとする。 

なお、家電リサイクル法による家電４品目は、平常時同様に事業者に引き

渡すよう指導する。 

 

第３節 適正処理が困難な廃棄物の処理 

震災時に排出される可能性のある適正処理が困難な廃棄物は、次の対策を講

じる。 

(1)  アスベスト 

解体撤去の家屋等にアスベストが使用されている場合は、解体事業者は解

体作業着手前に市（町・村）に報告する。市（町・村）は現地調査によりア
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スベストの使用を確認し、発生量を見積り、その処理方法について事業者に

指示する。この後、解体業者は適正な方法により解体撤去し、アスベスト処

理施設に搬入して適正処理を行う。 

なお、事業者への指示は、「阪神・淡路大震災に伴う建築物の解体・撤去

に係るアスベスト飛散防止対策」（平成７年２月２３日石綿対策関係省庁連

絡会議）のⅠを基本として行う。 

(2)  ＰＣＢ 

一般家庭から粗大ごみとして排出されるＰＣＢを含む家電製品等は、市

（町・村）が収集した後、含有部品の回収を関係団体に依頼する。 

(3)  フロン 

エアコンや冷蔵庫に含まれるフロンは家電リサイクル法に基づき製造業

者等がリサイクルをする際に併せて回収・処理することになる。 

(4)  トリクロロエチレン等 

産業廃棄物として、事業者の責任において処理する。家屋の倒壊等により

搬出が困難なものは、家屋の解体撤去時に搬出、処理するよう指導する。 

(5)  ＣＣＡ処理木材 

解体撤去の対象家屋にＣＣＡ処理木材が使用されている場合は、解体事業

者は解体作業着手前に市（町・村）に報告する。市（町・村）は現地調査に

よりＣＣＡ処理木材の使用を確認し、発生量を見積り、その処理方法につい

て事業者に指示する。この後、解体業者は適正な方法により解体撤去し、適

切な設備を有する廃棄物処理施設で焼却処理する。 

(6) 感染性廃棄物 

通常時同様、排出者の責任において処理する。震災時に設置される救護所

等で発生するものは、適正な処理方法を確保する。 

(7)  ピアノ等大型製品、消火器等の廃棄物 

専門の引取業者に依頼するよう指導するとともに、広報する。 

(8) カセットボンベ 

使い切ってから排出するよう広報する。 
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 第５章 し尿の処理 

第１節 基本方針 

１ し尿の処理 

(1) 平常時の収集・処理体制を基本として、委託収集業者が収集を行い、〇〇セ

ンターで処理する。 

(2) 震災対策として設置した仮設便所からのし尿収集・処理は、委託業者が収集

し、〇〇センターで処理を行う。 

(3)平常時にし尿及び浄化槽汚泥の収集を行っている家庭・事業所及び公衆便所

からのし尿及び浄化槽汚泥の収集・処理も平常時同様、委託収集業者が収集を

行い、〇〇センターで処理を行う。 

(4) 平常時にし尿収集及び浄化槽汚泥の収集を行っている家庭・事業所等からの

収集頻度は、平常時と同様とする。 

 ただし、震災時の業務量の増大により通常時の収集頻度が困難な場合は一

時的な変更について検討する。 

(5) 地震による損壊等により〇〇センターで処理が行えない場合や処理能力が不

足する場合には、下水道マンホール投入による下水道施設での処理を行う。下

水道施設での処理が困難な場合は、他の市町村に応援の要請をする。 

(6) 仮設便所の設置による収集業務の増大により、収集に支障を来す場合は、関

連団体や他の市町村に応援を要請する。 

２ 仮設便所の設置 

(1) 仮設便所の配置計画は、し尿の収集・運搬計画を踏まえ、し尿処理計画担当

が計画する。 

(2) 広域避難所等に備蓄されている仮設便所の設置は、仮設便所配置計画に基づ

き協力業者に対して配置先、配置基数を示し設置する。 

(3) 総務担当は防災担当課と密接な連絡をとり、備蓄する仮設便所が不足する場

合は、追加調達を行うとともに、その設置のための応援などを協力業者等に要

請する。 

(4) 仮設便所の設置、維持管理に関する住民への広報及び苦情等の受付けは総務

担当で行い、対応策を講じる。 

 

第２節  震災時のし尿収集必要量及び仮設便所の必要設置数 

１ し尿収集必要量の推計方法 

震災時のし尿収集必要量は、県策定指針に示されている次の式に基づき推計す

る。 
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し尿収集必要量 

 ＝震災時し尿収集必要人数×１日１人平均排出量 

 ＝（①仮設便所必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口）×③１人１日平均排出量 

 

① 仮設便所必要人数＝避難者数＋断水による仮設便所必要人数 

避難者数：避難所へ避難する住民数 

断水による仮設便所必要人数： 

 ＝｛水洗化人ロ－避難者数×（水洗化人口／総人口）｝×上水道支障率×１／２ 

水洗化人口：平常時に水洗便所を使用する住民数（下水道人口、コミニティプラ

ント人口、農業集落排水人口、浄化槽人口） 

総人口：水洗化人口＋非水洗化人口 

上水道支障率：地震による上水道の被害率 

１／２：断水により仮設便所を利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち約

１／２の住民と仮定。 

②非水洗化区域し尿収集人口＝汲取人ロ－避難者数×（汲取人口／総人口） 

  汲取人口：計画収集人口 

  非水洗化人口：平常時に水洗便所以外を使用する住民数（総人口－水洗化人口） 

③１人１日平均排出量＝１．７Ｌ／人・日 

１人１日平均排出量は、「平成１１年度清掃事業の現況と実績」（千葉県）のし尿排出 

原単位を用いた。 

２ 推計のための前提条件 

し尿収集必要量は、仮設便所を必要とする人数と非水洗化区域のし尿収集人口の合計

に、し尿１人１日平均排出量を乗じて推計することとし、そのための前提条件を次のと

おり設定する。 

● 避難所は一時に多くの人数を収容することから既存の便所では処理しきれないこと、

断水のおそれがあることを考慮して、避難所に避難する住民全員が仮設便所を利用

すると仮定する。 

● 断水により水洗便所が使用できなくなった在宅住民も、仮設便所を使用すると仮定

した。断水により仮設便所を利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち半数と

し、残り半数の在宅住民は給水、井戸水及び河川水等により用水を確保し、自宅の

便所を使用すると仮定する。 
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し尿に関する推計方法のイメージ 

 

                   総人口 

 

         

           水洗化人口        非水洗化人口 

 

                                 避難者数 

                                  

                                  

 

 

 

 

 

 

 

  断水による仮設便所必要人数 

 

２ し尿収集必要量、仮設便所必要設置数 

上記方法に基づき、震災時に発生する避難所等からのし尿の発生量を表２－10

のとおり推計した。 

    表２－10 し尿収集必要量及び仮設便所必要設置数の推計結果 

    し 尿 収 集 必 要 量 

              （ｋＬ／日） 

仮 設 便 所 必 要 設 置 数 

         （基） 

地 震 発 生 

直 後 

地 震 発 生

長 期 間 後

通 常 時

（参考値）

地 震 発 生 

直 後 

地 震 発 生

長 期 間 後

     

注１ 「地震発生直後」は地震発生当日頃、「地震発生長期間後」は地震発生１ヵ月

後頃。 

注２ 通常時におけるし尿収集必要量は、汲み取り人口に１人１日平均排出量 

  １．７Ｌ／人・日を乗じたもの。 

注３ 仮設便所必要設置数は、仮設便所必要人数を県策定指針で示された設置目安

算定式により算出した８０人／基で除し、推計した。 

設置目安＝仮設便所１基当たり容量／１人１日平均排出量／計画収集頻度 

＝４００ｌ／１．７／３（３日に１回収集）＝８０人 

         

  汲取人口 

 
  自家処理人口 
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表２－１１ 推計に用いた数値 

（地震発生直後の場合） 

避 難 者 数 断水による

仮 設 便 所 

必 要 人 数 

水洗化人口

 

総 人 口

 

上 下 水 道 

支 障 率 

 

仮 設 便 所

必 要 人 数

      

 

非水洗化区

域し尿収集

人 口 

汲 み 取 り 

人 口 

震災時し尿

収 集 必 要

人 数

   

（地震発生長期間後の場合） 

避 難 者 数 断水による

仮 設 便 所 

必 要 人 数 

水洗化人口

 

総 人 口

 

上 下 水 道 

支 障 率 

 

仮 設 便 所

必 要 人 数

      

 

非水洗化区

域し尿収集

人 口 

汲 み 取 り 

人 口 

震災時し尿

収 集 必 要

人 数

   

注１ 地震発生直後の避難者数及び上水道支障率は、県の「直下型地震等対策調査  

追加調査報告書」による。 

注２ 地震発生長期間後の避難者数は、阪神・淡路大震災時における神戸市の実績

から発生当日の７５％を用いた。 

注３ 地震発生長期間後の上水道支障率は、阪神・淡路大震災時における神戸市の

実績値から発生当日の２５％を用いた。 

注４ その他の総人口、水洗化人口、汲み取り人口等は、「平成１１年度清掃事業  

の現況と実績」（千葉県）のし尿排出原単位を用いた。 

 

第３節 し尿処理計画 

１ 処理施設及び収集能力 

(1) 処理施設の能力 

市（町、村）の所有するし尿処理の能力は次のとおりである。 

・〇〇衛生センター 

処理方法    前処理及び希釈 

処理能力    〇〇〇ｋｌ／日 
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平均放流量   〇，〇〇〇ｔ／日（〇〇倍希釈） 

放流後の処理  〇〇流域下水道処理場において処理  

(2)  施設の点検 

地震発生後、衛生センターの建物、希釈設備や貯留槽、ポンプなど付帯設

備の損壊、電気系統、用水の確保状況や配管の点検を行い、損壊あるいは支障

の有無、損壊及び支障が認められる場合はその状況を速やかに総務担当に報告

する。 

また、放流先となる〇〇流域下水道処理場に問い合わせ、放流に支障がな

いことを確認する。 

(3) 収集能力 

市（町、村）が委託する業者が所有し、平常時にし尿収集作業を行ってい

る車両数は、表２－12 のとおりである。委託業者が平常時の契約分以外に所

有する車両台数及び市（町、村）と緊急時相互支援協定を締結している◯◯協

会の調達可能車両台数も併せて表２-12 に記載する。 

表２－12 し尿収集車両の通常時稼働台数と緊急時の調達可能台数 

 

  

   車    種  

  

  

  

 積 載 量

  

  

  

 委 託 業 者

 Ａ 

 通 常 時

 契 約 台 数

  

 委 託 業 者 

 Ｂ 

 通 常 時 

 契 約 台 数 

  

 委 託 業 者 

 Ｃ 

 緊 急 時 

 調 達 可 能 

 台 数 

 相 互 協 定

 ◯ ◯ 協 会

 緊 急 時

 調 達 可 能

 台 数

     

     

     
 バキュームローリー車 

  

     

 小型トラック      

 軽トラック      

   小   計      

   合   計      

(4) 震災時に補完すべき能力 

地震発生後は、仮設便所の設置により収集すべきし尿の量が平常時の約◯

倍程度まで増加する。仮設便所の設置場所は広域避難所となる小学校◯◯校を

中心に計画しており、震災の規模によって追加的に設置する場合はさらに◯◯

か所程度増加するものと考えられる。道路の普通や渋滞により収集効率が低下

することから委託業者及び緊急時応援協定の〇〇〇協会に協力を依頼し、し尿

収集車を調達する。 
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 地震による損壊等により〇〇センターで処理が行えない場合や処理能力が

不足する場合には、下水道施設での処理を行う。このため、下水道担当部署と

事前に調整を行い、投入マンホールの確保を図る。 

 

２ 仮設便所の備蓄と配置計画 

(1) 仮設便所の備蓄及び配置計画 

仮設便所は〇〇基を表２－13 に示すとおり〇〇か所に備蓄している。 

表２－13  仮設便所の備蓄状況 

 備蓄場所  基数  備蓄場所  基数  備蓄場所  基数  備蓄場所  基数

 Ａ小学校   Ｉ小学校    Ｑ小学校    Ｃ中学校  

 Ｂ小学校    Ｊ小学校    Ｒ小学校    Ａ公園  

 Ｃ小学校    Ｋ小学校    Ｓ小学校    Ｂ公園  

 Ｄ小学校    Ｌ小学校    Ｔ小学校    Ｃ公園  

 Ｅ小学校    Ｍ小学校    Ｕ小学校   Ａ倉庫  

 Ｆ小学校    Ｎ小学校   Ｖ小学校    Ｂ倉庫  

 Ｇ小学校    Ｏ小学校   Ａ中学校    

 Ｈ小学校    Ｐ小学校   Ｂ中学校    

 

(2)  震災時の配置計画 

避難所に避難する住民に加え、断水により自宅の水洗便所が使用できない

世帯の住民の一部が仮設便所を必要とすると考えられる。避難所への設置は、

地震発生時に避難所として使用される○○○に備蓄している基数を設置する

ものとする。 

また、断水世帯を対象とする仮設便所の設置は、断水地域内の避難所への

設置基数を補充するとともに、断水地域内の○○○及び○○に数基ずつ設置す

るものとする。 

なお、断水地域の設置基数は、断水の状況及び復旧の見通しにより追加調

達の必要が考えられるが、これらの追加調達は、衛生器材のリース業者からの

調達及び県・他市町村の備蓄分を借り受けする。 

(3)  仮設便所の設置に関する配慮事項 

仮設便所の設置は、臭気など避難所や周辺世帯への影響を考慮して設置場

所を選定する。収集車の出入りのための通路を確保できる場所を選定する。 

また、仮設便所を調達する場合は、高齢者や障害者の利用に配慮した形式

の仮設便所を調達し、必要性の高い避難所に設置する。 
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３ 仮設便所の維持管理体制 

(1)  仮設便所からのし尿の収集体制 

避難所等に設置された仮設便所からのし尿収集は、それぞれ通常時の地域

分担に基づき、当該地域を担当する委託業者に収集を委託するものとする。 

し尿収集世帯からの収集は平常時の頻度を継続する。また、仮設便所の収

集頻度は、仮設便所の容量や衛生保持等を勘案して設定する。 

(2) 仮設便所の維持管理業務の分担 

仮設便所の衛生に係る維持管理は、し尿処理計画担当が総括し、維持管理

方法を計画するとともに、巡回等により仮設便所の衛生状態を把握する。 

住民の協力を得るため、仮設便所の利用や維持管理の方法に関する広報を

行う。 

消毒剤の散布などの衛生維持業務は、業者に委託して実施する。 

仮設便所の衛生保持などの日常的な維持管理は、避難住民を中心として行

うものとし、避難所の管理者などにその旨の協力を依頼する。 

４ し尿処理体制 

(1) 処理フロー 

仮設便所から収集するし尿と平常時からのし尿処理を行っている世帯から

のし尿合計量は○○キロリットルと見込まれ、現在の衛生センターの能力で処

理できる量であることから、収集したし尿は衛生センターに搬入し、前処理後、

流域下水道に希釈放流する。 

図２－４ し尿処理フロー 

 

  仮設便所 
 

      

  

  
 衛生センター 

 希釈放流  
 流域下水道 

 

 し尿収集世帯 
 

  

(2)  施設損壊時の処理体制 

○○衛生センターが地震による損壊や、希釈用水の不足により処理に支障が   

生じた場合は、関係部署と調整を図り、下水道マンホールへの投入による下水

道施設での処理を行う。 
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また、市（町、村）の衛生センター、下水道施設での処理に支障がある場合

は、他市町村に処理の応援の要請をする。 

５  し尿処理体制の復旧 

上水道の復旧や避難住民の帰宅の状況に基づき、仮設便所の必要性を判断し、

計画的に撤去するものとする。１か所の避難所に仮設便所が複数設置されている場

合は、追加調達したものから撤去し、市（町、村）が備蓄しているものは最後に撤

去する。 

撤去した仮設便所は、○○衛生センターで洗浄した後、調達先に返却するもの

とする。 

 

 


